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要約 

 統合洪水管理（IFM）は、統合水資源管理（IWRM）の枠組みの中で、洪水管理の観

点から人間の安全保障と持続可能な開発の問題に取り組むものである。環境悪化に

対する懸念の増大を、適切な洪水管理指針に組み込むことを困難にしている根本的

な原因のひとつは、持続可能な開発に向けての様々な考え方を理解するにあたって、

関係する様々な分野のグループ間での意思疎通が欠如していることにある。本書で

は、特に環境的側面に関わる IFM での取り組みを示し、この間隙を埋めることを試み

たものである。本書は、主に洪水管理者が、洪水管理に関連する一連の環境問題に

対して理解できることを目的に作成された。同時に、政策立案者、環境保護団体、

NGO、地域社会が、環境問題および持続可能な開発との関連で洪水リスクを評価す

るのに役立つ有用な情報を提供する。 

 

 環境に配慮した洪水管理の実施にあたり、普遍的基準は存在しない。洪水管理で

環境問題を扱うときには、与えられた水文・気象、地形、および社会経済環境のもと

での特定の状況に適した方針を採用し、合理的で均衡の取れた取り組みを行うこと

がきわめて重要である。 

 

背景 

 歴史的に氾濫原は、人口密度の高さからわかるように、社会・経済活動に適した土

地である。洪水管理は、氾濫原の住民および社会経済活動を洪水から保護するため

に重要な役割を果たしている。しかし、主に構造物対策（たとえば、ダムと貯水池、堤

防、バイパス水路など）に依存する戦略は、残念なことに河川の自然環境を改変させ、

生息域、生物多様性、および生態系の生産性に損失をもたらした。持続可能な開発

のためには、このような洪水調節・防御対策が環境に及ぼす負の影響について取り

組むことが重要であり、そのことが洪水防御から洪水管理への根本的な思考方法の

変更につながってきた。 

 

 環境の悪化は、生命と生活、食糧と健康の安全を含めて、人間の安全保障を脅か

す可能性がある。森林、湿地帯、湖沼のような生態系は、われわれに多大なサービ

スを提供している。これらのサービスには、食糧供給、飲料水供給、水質浄化、流況

の調整、および文化遺産の維持がある。自然の生態系は撹乱に対して回復力に富

むが、一度破壊された場合には、再生させることは困難である。一般的には持続可

能な開発、具体的には水資源管理の主要な問題は、生態系が継続的にサービスを

提供できるように、撹乱を吸収できる生態系の能力を確保することである。したがって、

洪水管理活動において環境への影響を考慮することは、持続可能な開発および人間

の安全保障の双方にとって重要である。 

 

 人口増加に起因した天然資源に対する極度の需要増加が、世界中の多くの地域で

人々およびその資産を河川付近へ移動させることを余儀なくさせた。さらに、洪水調

節・防御対策によって、新たに広範囲の地域が保護されることとなった地域では、

人々がその地域を利用することを促進し、洪水リスクおよび洪水がもたらす損失を増

大させてきた。同時に、生命、生活、および人間の安全保障の発展と改善のための

ほかの様々な活動によって、環境と生態系の悪化がもたらされた。洪水管理の政策
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と実施は、このような要因の全体的な背景を踏まえた上で見直さなければならない。

したがって、開発の必要性、洪水リスク、社会的・経済的脆弱性、および生態系保全

に対する持続可能な開発のバランスを取ることがきわめて重要である。 

 

科学的知識に基づく洪水管理案の評価 

 自然条件下では、河川は絶え間なく氾濫原を横断し、地形を変化させている。流況

や土砂の形態は、河床・河岸材料や河岸植生との相互作用によって河川の特徴を創

出・破壊し、様々な生物群集の多様な生息域をもたらしている。河川形態および生息

域の多様性と密度は、動的平衡状態にある。季節的に氾濫原が浸水することは、複

雑な河川回廊（すなわち、河道とその氾濫原）を維持する上で不可欠である。洪水は、

水生生物が河道の内外に移動するのを可能にするだけでなく、河川形態（地形）学的

な変化をもたらし、新しい生息域を創出し、シルトや肥沃な有機物を堆積させ、湿地

帯を維持し、氾濫原の池を再生し、また、一時的に氾濫原に水を貯留することで下流

の洪水を緩和している。縦断方向（上流域と下流域の回廊区間）、横断方向（河道と

その氾濫原の間）、および鉛直方向（地表水と地下水）の生態学的・形態学的連続性

は、適切な水質と季節変動を有する流況と共に維持されなければならない。 

 

 河川の形成プロセスは、河口や三角州の形成プロセスにも大きな影響を及ぼす。河

川は河口や三角州にとって、淡水や土砂、栄養塩類をもたらす主要な供給源である

からである。河口州の形態変化は、河口付近の河川および海洋の力の相互作用によ

って生じている。ダムや分水路は、流況や沿岸域への土砂供給を変化させ、沿岸域

の形態学的・生態学的作用に影響を及ぼす。したがって、沿岸生態系の保護は、

IWRM およびその一部をなす IFM と、統合沿岸域管理（ICZM）が一体となって取り組ま

れるべきである。 

 

 構造物による洪水調節・防御対策、例えばダムや貯水池、堤防、水路化などは、流

況を変化させたり、河川形状を固定したり、河道を氾濫原から分離させる可能性があ

る。これらの構造物は、自然の生態学的・形態学的プロセスを妨げ、河川回廊を過度

に単純化し、生態系を空間的に均質とする傾向があり、それによって多様な種のため

に必要な複雑な生息環境を提供することができなくなる。河川回廊によって提供され

る生態系サービスのほとんどは、種や生息環境の多様性に依存しており、これらは河

川が単純化されると損失してしまうため、河川生態系の構造と機能を維持することが

重要である。 

 

 流況や土砂形態の多様性を形成している環境流量は、新たな流況や土砂体系の

下で動的平衡が維持される必要があり、そのためには洪水調節・防御対策の設計・

運用段階から適切に取り組まなければならない。これは、生態系の健全性の維持に

とって有用である。土地利用規制や洪水予警報、洪水管理における自然生態系の利

用等の非構造物対策は、環境への負の影響を軽減する上で重要な役割を果たすた

め、洪水対策として独立した、または、構造物対策の補足的な代替案として積極的に

検討されなければならない。 

 

意思決定過程における環境問題の考慮 
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 洪水管理の意思決定には、様々な制約－物理的、技術的、経済的、および政治的

－がある。社会的価値、リスクの認識、および開発と環境保全の兼ね合いについて

は、様々な利害関係者の間で差異があるものの、これらを考慮する必要がある。意

思決定における主観性を最小化するためには、環境に配慮した枠組みが、洪水管理

目標に関して妥協することなく、環境への負の影響を回避、低減、緩和するという三

方面のアプローチによって確立される必要がある。このような枠組みを構築すること

は、洪水管理のための対策が、自然の生産性、生態系の健全性、およびそれらのも

たらすサービスを制限してしまうといった負の影響を最小化するのに役立つであろう。 

 

科学的理解と解析 

 河川流域の生態学的プロセスや洪水管理対策が生態系に及ぼす影響を理解する

ためには、河川およびその氾濫原の形態や生態系に関する基本的概念等の科学的

な知識が不可欠である。このような科学的概念を理解することによってはじめて、環

境に配慮した新規プロジェクトの設計・実施・運用、およびより適切な運用と修復によ

る既設構造物の負の影響を緩和することが可能となる。統合洪水管理では、認識の

共有や共通の目標を追求するために、異なる理論・方法論を背景とした様々な分野

の専門家間の対話を促進することが重要であり、洪水管理の学際的な取り組みが必

要となる。 

 

環境評価 

 環境評価は、深刻な環境影響をもたらす可能性がある場合に、より重点的な調査

によって環境への影響を特定するためのツールである。環境評価は、政策や計画段

階からプロジェクトの設計や実施まで、意思決定の様々な段階で適用される。効果的

な環境評価のためには、戦略的段階（政策や計画段階）から開始し、環境当局、開発

当局、および情報開示された住民の代表間で対話を促進することが重要である。容

易に理解できるデータを用いて情報を交換し活用することは、様々な利害関係者およ

び専門家間の意思疎通を促進し、様々な利害関係者間の緊密な協力の確保におい

て重要な役割を果たし、意思決定過程の透明性を維持することを可能ならしめる。 

 

環境に配慮した経済分析 

 環境に配慮した経済分析は、トレードオフおよび物事が対立した状況において重要

な役割を果たす。多基準分析（Multi-Criteria Analysis:MCA）は、代替案の順位付けを

お こ な い 、 そ の 後 の 詳 細 評 価 （ た と え ば 、 費 用 便 益 分 析 （ Cost-Benefit 

Analysis:CBA））のために代替案を絞り込む上で有用である。多基準分析は、利害関

係者が代替案の性質を検討し、重要要因を特定し、各自の選好性を見いだし、重要

な代替案の選定過程を単純化するために利用することができる。経済評価には社会

的価値が含まれるため、プロジェクトの影響を受ける住民との緊密な協議およびその

参加とともに、環境に配慮した経済分析を実施するのが適切である。 

 

利害関係者の参加 

 本格的な利害関係者の参加は、洪水管理の様々な段階における意思決定プロセス

の中核を担っている。利害関係者の参加の主な目的は IFM の原則の実施を確実なも
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のにすること、すわなち利害関係者が計画およびプロジェクトの特定、構築、開発、論

理的な妥当性確認、および実施、ならびにその影響のモニタリングや評価に参加する

ことである。協議や住民参加も、環境影響評価や環境に配慮した経済分析を実施す

るために重要である。住民と交流し、反応・意見を引き出すことで、影響を受ける地域

社会は様々な段階で検討すべき問題を提起することができ、意思決定プロセスに影

響を及ぼすことができる。 

 

順応的管理のアプローチ 

 河川の形態と生態系に対する理解は IFM を達成するために重要であるが、生態系

の現況に関する科学的知見は断片的で、人間の介入が生態系にもたらす影響は十

分に理解されていない。この科学的不確実性を考慮するためには、予防原則が推奨

されている。順応的管理は、継続的なモニタリングにより、採用された戦略を評価する

ことで科学的不確実性に取り組み、新たな知識を組み込み、必要に応じてアプローチ

を修正するものである。 

 

モニタリング 

 モニタリングの重要性は、様々な段階（政策や計画、プロジェクト段階）で認識されて

おり、計画段階以前（政策段階）から実施されることになる。政策段階では、様々な自

然のプロセスのモニタリングから始まり、資源やリスク、開発の選択肢を評価するた

めの基本的な情報を提供することになる。開発計画段階では、政策段階の環境影響

評価で示された、これから講じられる対策の影響の評価に重点が置かれる。プロジェ

クトの実施および実施後のモニタリングでは、洪水管理対策が実際に設定した目標

に達成したか否かを評価することになる。モニタリングと評価を通じて得られた教訓・

知見に基づいて、将来の計画やプロジェクト設計にその結果を適用し、アプローチを

改善することが可能となる。 

 

実施を可能にするメカニズム 

 多くの国では、統合的アプローチを採用できる組織や、効果的な組織のトレーニン

グや、組織間の相互交流を支援するための投資が不十分である。様々な領域の専

門家間および専門家と住民間の意思疎通の困難さは、全体として、このような枠組み

を実行に移す過程をいっそう複雑にしている。法律や制度は、ほかの方法では意思

決定に影響を与えないであろう環境の権益を保護し、定着させることができる。法・制

度的仕組みの支えのもと、このような枠組みを構築できる体制を開発するためには、

多様なレベルにおける能力育成とともに、異なる制度および組織間の取り組み体制

の変化が必要である。 
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1．はじめに 

 歴史的に氾濫原は、その開発ポテンシャルから社会経済発展に適した場所として

利用されてきた。これは、例えばバングラデシュ 2や日本 3のように、世界中で 1河川沿

いの氾濫原に人口が集中していることからも明らかである。近代社会は、このような

天然資源に対して極度の需要があるといえる。氾濫原を商業用地および住宅用地と

して利用し経済的に発展した先進的な経済社会では、洪水管理が改善された故に、

住民とその資産を河川沿川へより近づけることになり、その結果、洪水リスクとそれに

伴う損失が増大している。また、地球規模では、洪水に起因する経済的損失が増大し

ているという明確な証拠がある 4,5。これは、一つには、急速な人口増加、経済成長と

開発の進展（たとえば都市化）、社会基盤施設への投資の増加に加え、気候変動や

変化のような不確実性が組み合わされた結果を反映したものと考えられる。しかしな

がら、氾濫原の占有を制限してリスクを低減させることは、これらの地域の社会経済

発展の可能性を制限することになる 6。 

 

1．1 洪水防御から統合洪水管理へ 

 洪水と氾濫原の管理は、住民および社会経済発展を保護する上で重要な役割を果

たしている。近年まで、洪水調節や防御は技術的な対策が重視され、その対策が及

ぼす社会的・文化的・環境的影響や、長期的な経済問題は、ほとんどあるいは全く考

慮されなかった。これらの対策は、構造物対策（たとえば、堤防、バイパス水路、ダム

や貯水池など）に大いに依存してきたが、その結果、残念ながら、流況を変化させ、

河道を固定化し、河道を氾濫原から分離させ、生息域や生物多様性、および生産性

の損失をもたらしてきた。過去半世紀にわたり、洪水調節や防御は、構造物対策の重

視から、次第に洪水予測や土地利用規制などの補足的な非構造物対策を組み合わ

せる方向に移行してきた。 

 

 構造物対策の一部による負の影響や持続可能な開発への関心の高まりによって、

洪水調節・防御対策が環境に与える負の影響に対して取り組む必要性が高まってき

た。過去 20～30 年の間に、持続可能な開発に対する環境的側面の関心が高まり、そ

れが「洪水防御」から「洪水管理」への転換を促進するようになった。現在では、洪水

は河相を決定する自然現象であることが認識されている。また、構造物による干渉は、

環境への負の影響や生態系が提供するサービスを損なう等、自然環境に影響を及

ぼすことが認識されるようになった。 

 

 統合洪水管理（IFM）の原理では、洪水防御から洪水管理へのパラダイム・シフトの

必要性、すなわち洪水管理の統合的なアプローチを促進するプロセスを示している。

なお、統合洪水管理の目的は、氾濫原がもたらす恩恵や便益を最大化しつつ、洪水

による被害や損失を最小化することである。IFM の本質的な要素は次の通りである。 

● 洪水管理に流域レベルでのアプローチを取り入れる。 

● 洪水管理に学際的なアプローチを取り入れる。 

● 洪水に起因する脆弱性やリスクを低減する。 

● 住民参加型の取り組みを可能にする。 

● 生態系を保全する。 
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 統合洪水管理は、統合水資源管理（IWRM）の枠組みの中で、洪水管理の観点から

人間の安全保障や持続可能な開発に関する問題に取り組むものである。また、河口

や沿岸域のような下流域は、河川流域にとって重要な区間であるため、統合洪水管

理は統合沿岸域管理（ICZM）と統合的に実施される必要がある。しかし、水資源管理

の統合的なアプローチは、概念として幅広く受け入れられているにもかかわらず、洪

水管理における統合的なアプローチを採用するのは、未だに大きな制約がある。実

際の問題として、洪水管理は依然として、（学際的な取り組みではなく、）単一の分野

や機能に基づいて取り組まれているような状況である。 

 

1．2 本書の目的と対象 

 持続可能な開発への取り組みは、環境学者や生態学者、洪水管理者、水文学者等、

様々な分野のグループが、異なる観点から行っている。環境の悪化に対する懸念が

増大しているにも関わらず、それを洪水管理の実施において適切に組み入れること

ができない根本的な原因のひとつは、意思疎通の困難さ、すなわち持続可能な開発

に関する様々な考え方を理解する点にある。専門分野ごとに使用される言語が異な

るため、異なるグループによって提起される問題を、他分野のグループがその意味を

正しく評価できないのである。したがって、様々な利害関係者および専門家間の効果

的な意思疎通と理解が不可欠である。本書は、このギャップを縮めることを目的とし

て作成されたものである。 

 

 本書は、主に洪水管理者が、洪水管理に関連する一連の環境問題を理解できるよ

うに作成されている。同時に、政策決定者や環境保護団体、NGO、地域社会等が、洪

水リスクと環境問題、持続可能な開発との関連性について理解できるような有用な情

報も提供している。本書の目的は、様々な専門分野、利害関係者、および専門家間

の意志疎通と理解をより促進させることである。したがって、高度で詳細な技術的内

容ついては、踏み込んだ議論はしていない。本書の記載内容は、既存の科学的知見

や参考文献に基づいたものである。 

 

 環境に配慮した洪水管理の実施にあたり、普遍的な解決策は存在しない。流域の

水文気象や地形、社会経済条件を踏まえ、その状況に適した対策を採用することが

重要である。したがって、本書は、手順や段階を示す指針やマニュアルとして活用さ

れることを目的としたものではなく、洪水管理において環境問題に取り組む合理的で

均衡の取れたアプローチを提示するものである。汚染の問題は、水質や河川生態系

の健全性を劣化させる重要な問題であるが、本書では洪水管理に直接関係する環境

問題のみに焦点を当て議論する。水質汚染については、IFM がその枠組みの一部で

ある IWRM において議論されている。 

 

 本書では、環境配慮をどのように洪水管理の実施の中で適切に組み込むことがで

きるかについて取り上げ、下記について議論する。 

● 持続可能な開発の中で、開発の必要性と洪水リスクのバランスを図る。 

● 氾濫原の形成プロセスに関する水文学的、形態学的、および生態学的概念を理

解する。 

● 洪水管理対策の環境への影響を理解する。 
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● 様々な利害関係者間のトレードオフを通じて、相反する目的や対立する状況を解

決する。 

● 環境に配慮した洪水管理の実施を採用する。 

● 自然と共存する。 

 

 第 2 章では、持続可能な開発の重要性、ならびに経済発展、環境保護、および人間

の安全保障の間のバランスを維持することの重要性について示している。また、開発

の必要性と環境悪化が、基本的にどのように関連しているかについて示している。水

文学／水理学と生態系の間の相互関係を研究する生態水文学／生態水理学や河

川地形の作用を研究する河川形態学は、IFM に重要なインプットを提供する。したが

って、第 3 章では、河川形態学と生態学の基本的概念、およびこれらが流況によって

どのような作用を受けるのかについて示している。これは、洪水管理対策が及ぼす影

響を理解し、新規プロジェクトにおいて環境に配慮した設計を行うために重要となる。

第 4 章では、水循環の構築における生態系の役割と、生態系が洪水管理の補足的

代替案として適用できる可能性やその限界について述べている。第5章では、洪水管

理における構造物対策がもたらす環境影響の一部として、とりわけ流況、土砂輸送、

水質、および生物多様性に関して議論する。また、構造物対策による環境への負の

影響を回避、低減、または緩和するための可能な代替案について提示する。 

 

 第 6 章では、環境問題を意思決定過程の中心に据え、政策段階や計画段階、およ

び事業の実施（プロジェクトの設計）段階の意思決定において、環境配慮を IFM の中

へいかにして環境配慮を適切に組み込むことができるかについて述べている。また、

環境問題の科学的不確実性を考慮し、モニタリングやその評価によって取り組むこと

ができる順応的管理のアプローチについて紹介し、最後に、これらの取り組みを実施

するために必要な事項について提案している。 

 

2．背景：環境と持続可能な開発 

 生態系は、人間に多大な便益をもたらしている。人間の安全保障と福利は、生態系

の維持や環境悪化の回避と深い関わりがある。人間の知恵は、開発の必要性と環境

悪化の間のジレンマの中で明らかとなる。本章では、持続可能な開発、発展過程に

おける生態系サービス、人間の安全保障および関連する開発の必要性の問題につ

いて、洪水管理の観点から議論する。 

 

2．1 持続可能な開発 

持続可能な開発に向けて 

 「持続可能な開発」という概念は、1972 年にストックホルムで開催された人間環境会

議以降、環境と開発に関する議論の中心を占めてきた 7。持続可能な開発とは、「将

来の世代がそのニーズを満たす能力を損なうことなく、現在のニーズを満たす開発」

のことである 8。同時に、「開発権は譲渡されえない権利であり、基本的な人間の自由

にとって不可欠なものである」9。天然資源、環境、および開発は相互依存していること

が認識されている 10。人間開発は、水や土地、農業、森林のような自然環境および天

然資源と密接に関係し、それらに依存している。とりわけ開発途上国では、多くの場
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合、経済成長や経済発展のための選択肢が限られており、多くの住民の生活は、こ

れらの天然資源に直接依存している。 

 

 過去における多くの開発は、天然資源を犠牲にしておこなわれ、自然の生態系やそ

の生態系の機能に影響を与えてきた。現在と将来の開発ニーズは、環境保護と連動

して満たさなければならないことが、次第に認識されるようになってきた。持続可能な

開発のための世界サミット（WSSD）で合意された実施計画 11 では、人間活動が、人間

の福利と経済活動にとって不可欠な資源とサービスを提供する生態系の健全性に対

して、大きな影響を与えていることを認めている。このようなアプローチが長期的に持

続可能でないことは、明らかである。今必要なことは、人間と自然環境との関わりに

関する認識や、それらが将来の生活に与える影響に対する認識を変えることである。

したがって、天然資源の劣化という現在の傾向をできる限り早期に逆転させるために

は、土地や水、生物資源の統合的な管理を通じて、生態系を保護する開発戦略を実

施し、地域や国、地方の能力を強化する必要がある。これらの原則は、IWRM へと発

想の根本的転換を進める中で、水資源管理に広く受け入れられてきた。 

 

持続可能な開発、人間の安全保障、および環境 

 人間の安全保障は、個人や地域社会の物理的安全保障だけでなく、経済安全保障

や食糧安全保障、健康安全保障、環境安全保障、政治的安全保障等を包括しており、

持続可能な開発の概念の中に組み込まれている。環境安全保障は、資源の不適切

な管理や劣化といった、環境の脅威とは対照をなす健全な環境を意味している。人間

の安全保障と環境の関係は、天然資源の利用に対する人間の依存度が大きい地域

において最も顕著となる。環境の変化によってこれらの資源が脅威にさらされる時、

人間の安全保障も脅かされることになる。その結果、住民は農村部から辺境の地や

都市部への移動を余儀なくされ、持続不可能な開発と不安定という別のサイクルが

始まることになる。 

 

 環境の悪化は、洪水管理の観点からも、多くの方法で人間の安全保障を脅かす可

能性を秘めている。第 1 に、洪水の危険性の規模や発生頻度を増大させるおそれが

ある。第 2 に、経済や食糧の安全保障（例えば、農業生産性に影響する土地の劣化）

および健康安全保障（例えば、水質汚染）のような人間の安全保障の他の要素に影

響を与えることによって、洪水の危険性がある人々をより脆弱にさせる可能性がある。

したがって、洪水管理活動において環境への影響を適切に考慮することは、持続可

能な開発および人間の安全保障の両方において重要である。 
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2．2 環境と生態系 

 環境とは、「ある存在が機能する周辺や、それを取り巻くすべてのものをいい、大気

や水、土地、天然資源、植物相、動物相、人間、これらの相関関係が含まれる 12」と定

義することができる。氾濫原の環境は、様々な生態系の中で、気候や物理的環境、そ

の結果として創出される流況、それに付加される人間活動によって形成される。人間

活動は、環境の中の様々な生態系に重大な影響を及ぼしている。 

 

 生態系とは、植物や動物、微生物群、それらをとりまく無生物的な環境が、一つの

機能単位として相互に作用する動的システムをいう 13。森林や湿地、湖沼などの生態

系は、物理的、または非生物的 14 な環境とその相互作用がある領域に存在するすべ

ての有機体から構成される。生態系は、相互に作用する様々な生物および無生物の

要素によって形成された構造または組織を有している。生態系を含むシステム要素

や要素間の相互作用の増加に従って、生態系の中で撹乱が生じた場合に、より効果

的にシステムのバランスを回復・維持することができるようになる。したがって、生態

系は回復力（撹乱後に元の均衡した状態に戻ることができる）に富んでいるといえる。

しかしながら、一旦システムのバランスが破壊されてしまうと、その生態系を再生させ

ることは困難となる。 

 

 生態学的プロセスは、食糧や空気、医薬品、また、いわゆる多くの「生活の質」を提

供することによって、人々の生活に適した地球環境を維持している。地球環境の生物

学的、化学的、および物理的多様性が大きいことで、生態系の基本的要素が形成さ

れている 15。したがって、一般的には持続可能な開発、ここでは水資源管理において

重要なことは、継続的に生じる撹乱を吸収できるような生態系の受容能力を確保する

ことで、生態系から得られる便益やサービスを、継続的に受けられるようにすることで

ある 16。したがって、森林や湿地帯、河川生態系のような複雑な生態系を、構造だけ

でなくその機能についても理解し、保護することがきわめて重要である。 

 

 管理レベルでは、生態系の機能を保護することの重要性を考慮した「生態系アプロ

ーチ」という開発戦略が知られている。このアプローチでは、特定の資源や活動、また

は一連の環境財やサービスは、他のものと切り離すことはできないとしている。したが

って、「生態系アプローチは、平等なやり方で土地や水、生物資源を保全し、持続的

な利用を促進する、統合的管理のための戦略である。」17。生態系アプローチは、地

方から地球規模まで、あらゆるレベルで適用することができる。特に貧困削減と社会

経済発展を天然資源の利用に大きく依存しているような開発途上国では、氾濫原は

生活のための最適な場所である。したがって、持続可能な開発は、開発の必要性に

対応すると同時に、河川回廊の自然環境をできる限り維持しなければならない 18。環

境の保護を目的の一つとする統合洪水管理は、生態系アプローチの 12 原則 19 を踏

襲している。表 1 は、生態系アプローチの 12 原則と IFM の原則の関係について、概

要を整理したものである。 
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2．3 生態系サービス 

人間に対する生態系サービス 

 ミレニアム生態系評価は、生態系サービスを「人間が生態系から得られる便益」と

説明している 20。これらのサービスには、人間に直接影響を与える供給、調整、およ

び文化的サービス、ならびにこれらのサービスを維持するために必要な基盤サービ

スがある。これらのサービスは相互に密接に関連している（図 1 を参照）。 

 

 供給サービスは、食糧、繊維、燃料、遺伝資源、バイオケミカルズ、自然医学、医薬

品、観葉植物資源のような、生態系から得られる生産物である。淡水の供給は、食糧

や繊維として利用される様々な淡水生物と同様に、生態系がもたらす最も重要な供

給サービスの一つである。 

生態系サービス

支 援 
● 栄養塩循環 
● 土壌生成 
● 一次生産 
● その他 

供 給 
 食料 
 淡水 
 木材と繊維 
 燃料 ●その他 

福利の構成要素

調 整 
 気候の調整 
 洪水調節 
 疾病の調整 
 浄水 ● その他 

文 化 
 美観 ●その他 
 精神 
 教育 
 レクリエーション 

安 全
個人の安全

資源利用の確保

災害からの安全

地球上の生命 ? 生物多様性 

健全な生活のための基本的要素

適切な生計

十分に栄養のある食糧

住居 ●財の利用

健 康
体力

良好な体調

清浄な空気と水の利用

良好な社会的関係
社会的一体性

相互尊重

他者を助ける能力

選択と 
行動の自由

個人的価値を 
実現できる機会 

矢印の色
社会経済的要因による仲介の
可能性 

矢印の幅 
生態系サービスと人間の福利の
関係の強度

低 
中 
高 

弱

中

強

生態系サービス

基 盤 
● 栄養塩循環 
● 土壌生成 
● 一次生産 
● その他 

供 給 
 食料 
 淡水 
 木材と繊維 
 燃料 ●その他 

福利の構成要素

調 整 
 気候の調整 
 洪水調節 
 疾病の調整 
 水質浄化 ● その他

文 化 
 美観 ●その他 
 精神 
 教育 
 レクリエーション 

安 全
個人の安全

資源利用の確保

災害からの安全

地球上の生命 - 生物多様性 

健全な生活のための基本的要素

適切な生計

十分に栄養のある食糧

住居 ●財の利用

健 康
体力

良好な体調

清浄な空気と水の利用

良好な社会的関係
社会的一体性

相互尊重

他者を助ける能力

選択と 
行動の自由

個人的価値を 
実現できる機会 

矢印の色
社会経済的要因による仲介の
可能性 

矢印の幅 
生態系サービスと人間の福利の
関係の強度

低 
中 
高 

弱

中

強
 

 

 

調整サービス：生態学的プロセスは、大気質、気候、疾病、ペスト、受粉、侵食など

を調整している。生態系は、内陸水および沿岸・海洋生態系に流入した有機性廃棄

物の除去と分解を促進し、水質浄化および排水処理サービスを提供することができる。

また、表土と下層土の浸透プロセスを通じて化合物を吸収し、解毒することができる。

流況は、流出と地下水涵養の時期と規模の両方について、生態系によって調整され

る。生態系が適切に維持されない場合、その機能が損なわれるため、生態系サービ

スは低減し、河状への応答も変化する。これらの応答は、特に貯水能力の変化によ

って大きな影響を受ける。マングローブやサンゴ礁のような沿岸生態系は、自然災害

の危険要因の大きさを調整し、ハリケーンや高潮による損害を低減する。 

 

図 1. 生態系サービスと人間の福利の関係 （出典：ミレニアム生態系評価、2005 年） 
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 文化サービスは、精神的な豊かさや知識の発展 － 熟考・レクリエーション・インス

ピレーション・審美的経験、社会的関係、ならびに教育や文化遺産の価値を通じて、

人間が生態系から得る非物質的便益である。 

 

 基盤サービスは、ほかのすべての生態系サービスの生産にとって必要で、多くの場

合、人間への影響が間接的で、きわめて長期にわたって生じるという点で、供給、調

整、および文化的サービスと異なる。これらのサービスの一部、たとえば侵食の調整

は、人間に影響を与える時間スケールと即時性に応じて、基盤サービスと調整サービ

スの双方に分類することができる。基盤サービスには、土壌生成、光合成、一次生産、

栄養塩再循環などがある。水は、生態系を通じて再循環することによって栄養塩類と

エネルギーを運び、すべての生物にとって不可欠な環境要素を提供し、生態学的プ

ロセスの大部分においてきわめて重要な役割を果たす。 

 

生態系サービスと自然環境 

 歴史を通じて人間は、健全な生態系から多大な便益を受けてきた一方で、厳しい自

然環境の条件で身を守る努力も重ねてきた。しかしながら、「自然の」という言葉は、

多くの人にとって、特に先進国では、「清潔で安全である」ことを意味するようになって

きている。自然環境は、二つの種類に分類することができる。すなわち、人間活動に

よって改変されていない原生状態にある環境と生活の質や経済的福祉を改善するた

めに人間によって改変された環境である。環境の持続可能性について理解するため

には、人間の安全保障の観点から、環境を原生状態に維持できる程度について考え

なければならない。そうすることによって、代償を払うことなく生態系サービスを得るこ

とが可能になり、バランスの取れた方法で問題に取り組むことができる。したがって、

生態系サービスについて議論する場合、「自然の」という言葉は「育成された（人間に

よって作られた）」という意味を含み、原生状態における自然ではない。生態系によっ

て提供される健康サービスの一部は、「自然の」と「育成された」の間の古典的な二項

対立によって示される両義性を示す好例である 21。 

 

 人間の安全保障の観点から、原生状態の環境における自然災害として下記のもの

が考えられる。 

● 熱、冷気、降雨、降雪、風などに関わる自然災害 

● 十分な食糧、水、住居のあくなき追求 

● 昆虫や寄生虫を原因とし、空気、食糧、または水を通じて人から人、動物から人に

広がる伝染病 

● 粉塵、鉱山ガス、木煙、花粉、およびそのほかの浮遊災害 

● 落下物、火災、動物の攻撃による負傷 

 

 原生状態にある環境が自然災害を誘発するとしても、上述のように生態系がわれ

われに多大の便益をもたらすことは明白である。したがって、原生状態にあることで

誘発される自然災害から人間を保護すると同時に、生態系サービスを最大化できる

ように、適切に環境を維持することによってバランスを図ることが重要である。このよ

うなバランスは、環境の持続可能性を達成しようとする試みの鍵となる。 
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2．4 環境悪化と開発の必要性 

 IFM の主な目的の一つは環境の保全であるが、洪水管理政策はそれ自体単独で策

定されるものではない。洪水管理政策は持続可能な開発全体の一部分であるため、

開発マトリックスの中に適切に位置付けられなければならない。したがって、開発およ

び環境悪化の様々な要因を明確に理解することが重要である。 

 

環境悪化の要因 

 環境悪化の要因は、国によって異なり、特定の社会経済的環境によって決まる。し

かし、一般的にこれらの要因は、貧困や消費主義、農業開発、工業化、都市化、交通、

観光、人口増加等である。歴史を通じて、これらの要因は、皮肉なことに生活や経済

的福祉を改善するために計画された活動に示される。 

 

貧困と消費主義：貧困は最大の汚染者である。自然環境を保全するためには、最初

に貧困に取り組まなければならない。貧困と環境の間のフィードバック関係は、きわ

めて複雑である 22。貧困層は富裕層以上に天然資源に依存し、ほかの種類の資源を

利用できる見込みが現実的にないことから、現代社会における格差は持続不可能と

なる行動を助長する可能性がある。他方、富裕層は、その消費行動によって天然資

源を利用する。これらの影響は地球規模で切実なものとなっている。言い換えると、

天然資源の枯渇や環境悪化は、貧困層が自然資産を奪うにつれ貧困化の過程を加

速化するおそれがある。 

 

農業開発：ほかに生計の手段がない場合、農業は、世界の多くの地域で主要な活動

となっている。農業は、その性質上、人間活動が自然の生態系（たとえば、氾濫原、

森林、または湿地帯）を人工的な生態系に置き換えるため、自然環境へ侵入し、破壊

することである。農業開発が環境に与える直接の影響は農業活動から生じ、土壌侵

食、肥沃度の低下、土地の塩類化、アルカリ化、湛水化、農薬汚染の要因となり、そ

の結果、地表と地下の水質低下をもたらす。 

 

工業化：工業化の黎明期から現在に至るまで、ほとんどの製造技術は、特に資源と

エネルギーの集約的利用によって、また有毒廃棄物（汚染）をもたらすことによって、

環境に大きな損害を与えてきた。これは、天然資源（化石燃料、鉱物、木材など）の枯

渇、水・大気・土地の汚染、健康被害、および自然の生態系の全体的な劣化に反映さ

れている。化学工業によってもたらされる大量の有害産業廃棄物は、環境衛生上、深

刻な事態をもたらすことによって、廃棄物管理の問題を悪化させてきた。 
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都市化：工業化は、都市化の大規模な拡大をもたらしてきた。このような事態は、農

村部で十分な収入を得られる雇用が欠如していることから深刻化したため、都市部へ

の貧困層の移動は増加の一途をたどり、新興の百万都市が生じ、広大な都市スラム

が形成された。開発途上国における都市の無秩序で急速な拡大は、都市環境の悪

化をもたらし、エネルギー、住宅、交通、通信、教育、上下水道、レクリエーション施設

のような社会基盤施設サービスの需給ギャップを広げた。その結果は、望ましくない

土地利用の変更、大気質と水質の悪化の増大、および廃棄物の発生である。これら

すべては都市環境の悪化の原因となる。 

 

交通：交通網を整備するためには、道路と鉄道の盛土、河川の航路、港湾などの造

成と維持管理が必要になる。河川の航路を維持するためには、流況も変更しなけれ

ばならない。河川を横断する道路橋や鉄道橋は、適切に設計されないと、自然の水

理プロセスを妨害することになる。さらに交通網は、大気汚染、道路交通の騒音、海

運による油汚染など、環境に様々な影響をもたらす。 

 

観光：観光は、経済発展のために多くの国にとって不可欠である。しかしながら、自然

の水システム内での汚染や廃棄物の処分によって、動植物相へのストレスは増大し

ている。それらの生息域は、特に沿岸生態系や小規模な島嶼部において、観光事業

によって悪化されている。故意であるか否かを問わず、観光客および観光は、基本的

に生態系にとって大きな損害をもたらすおそれがある 23。 

 

人口増加：人口増加は、上記のすべての環境悪化を加速化させる可能性がある。限

りある資源の消費の加速化、汚染物質の生成、土地への圧力の増大などを引き起こ

す。氾濫原地域における人口密度の増加によって、住民およびその生活と財産を洪

水から守るために、社会基盤整備への莫大な投資が必要となる。これらのニーズを

満たすために、ダムや貯水池、堰、堤防のような洪水管理および水資源管理施設が

都市洪水（バングラデシュ） 
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建設される。しかし、このような対策は、適切に計画されなければ、環境に深刻な影

響をもたらす可能性がある。 

 

2．5 まとめ 

 河川システムの中で洪水は、豪雨によって増水した河川の水を流出させる自然の

現象であることを認識しなければならない 24。人間がこれらの自然の氾濫原を社会経

済活動のために利用することを決定し、氾濫から身を守る必要性を認識するまでは、

問題はまったく存在しないのである。これは、氾濫原地域を生活と仕事の場として選

択した人間の利益のために、自然災害から身を守るというジレンマを示している 25。し

かし、氾濫原の占有を制限することによって災害の緩和を図ることは、社会経済発展

に適した氾濫原の潜在能力を限定することになる 26。工業化、農業、洪水調節・防御

対策など、生活と人間の安全保障の発展と改善のための貧困削減対策のほとんど

は、環境と生態系の悪化の原因となっている。したがって、洪水管理政策や対策は、

環境悪化の要因の全体的なマトリックスの中で検討されなければならない。さらに、

開発の必要性、洪水リスク、その社会的・経済的脆弱性との関係、および生態系の保

全に対する持続可能な開発といった要素のバランスを図ることがきわめて重要であ

る。 

 

 生態系と流況の相互関係については第 4 章で、洪水管理対策が与える環境への影

響については第 5 章で議論する。 
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表 1. IFM と生態系アプローチの原則 

生態系アプローチ 統合洪水管理 
統合洪水管理を採用しない 

場合に生じ得る結果 

資源管理目標は社会的

選択の問題である。 

 リスク管理原則に基づく。 

 脆弱な社会における回復力の

確立に取り組む 

 経済分析は、社会的価値を考

慮する多基準分析に基づく。 

 地域社会において洪水リスク

に対する脆弱性および曝露が

増大するおそれがある。 

管理は、適切な最下位レ

ベルまで分権化しなけれ

ばならない。 

 参加型アプローチの重要性に

基づく。 

 ボトムアップとトップダウンアプ

ローチの適切な組み合わせ 

 組織間協力の統合 

 洪水・水管理に関する意思決

定において主要な合法的利益

が除外され、一部の社会・経

済部門に悪影響が生じる可能

性がある。 

生態系の管理者は、その

活動が隣接する生態系に

及ぼす（実際または潜在

的な）影響を考慮しなけれ

ばならない。 

 河川流域の全体としての機能

の改善を目的とする。 

 水環境と陸環境の相互作用

の変化に起因する損益および

その確実性を考慮する。 

 開発の必要性、洪水損失、お

よび環境ニーズを調和させ

る。 

 不適切な環境配慮は環境悪

化をもたらし、経済および社会

に悪影響を及ぼす可能性があ

る。 

管理がもたらす潜在的便

益を認識すれば、通常、

経済的観点から生態系を

理解・管理する必要性が

生じる。 

 気候、流域特性、および社会

経済条件のような要因に沿っ

て最適な組み合わせの戦略を

採用する。 

 洪水に起因する人命の損失を

最小化するとともに、氾濫原

の有効利用を最大化すること

を目的とする。 

 費用便益分析において生態

系評価を採用する。 

 土地利用と生態系の変化は

自然の河状を改変し、また、

水資源の持続可能な利用の

潜在的機会の損失をもたらす

可能性がある。 

 

生態系の構造と機能を保

護し、生態系サービスを

維持することを優先事項

とする。 

 環境の持続可能性を目的と

し、河川の生態系サービスお

よび生物多様性を維持する。 

 洪水に起因する人間の安全

保障の問題および損失に取り

組む。 

 不適切な洪水管理に起因する

環境の持続可能性及び生態

系の健全性の損失によって、

生態系が社会にもたらす可能

性のあるサービスが低減す

る。 

生態系は、その機能の範

囲内で管理されなければ

ならない。 

 流域内で競合する利害のトレ

ードオフに取り組むことによっ

て、便益を最大化するととも

に、環境の持続可能性を維持

する。 

 生態系の機能が適切に取り扱

われない場合、洪水に関わる

費用を削減し、生態系がもた

らす便益を受ける機会が失わ

れる。 
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表 1. IFM と生態系アプローチの原則（その 2） 

生態系アプローチ 統合洪水管理 
統合洪水管理を採用しない 

場合に生じ得る結果 

適切な時間的・空間的尺度

で生態系アプローチに着手

しなければならない。 

 河川流域または集水域を、全体

として計画単位とする。 

 水循環は全体として取り扱われ

る（異常気象を含む）。 

 短期的および長期的な目標と対

策に基づいて取り組む。 

 水管理部門の一つの意思決定に

おいて、ほかの分野の知識との

関連付けや利害関係者の参加が

欠如している場合、生態系サービ

スを含めて氾濫原の持続可能な

利用に悪影響が生じる可能性が

ある。 

生態学的プロセスの特徴で

ある時間的尺度の多様性お

よび遅延効果を認識し、生

態系管理目標は長期的視

野で設定しなければならな

い。 

 氾濫原の長期的な利用に基づ

く。 

 短期的な便益を目的としたその

場限りのアプローチは将来的な

効果が期待できず、経済への悪

影響を必要以上に増大させる可

能性がある。 

変化は回避できないため、

管理には順応的アプローチ

が必要になる。 

 特定の条件に適した代替案の組

み合わせからなる多角的アプロ

ーチを採用する。 

 順応的管理のアプローチによっ

て影響を定期的に評価する。 

 科学的事実のみを取り扱う限ら

れたアプローチでは不確実性に

対処することができず、将来的に

深刻な環境悪化をもたらす可能

性がある。 

生態系アプローチにおいて

は、生物多様性の保全と利

用の適切な均衡および統合

を追及しなければならない。

 生活手段のために洪水リスクと

生態系サービスの保全の均衡を

図る。 

 

 不十分な環境配慮は生活に悪影

響をもたらし、健康に深刻な影響

を与える可能性がある。 

 洪水リスクを十分に配慮しない場

合、経済的・人的損失が生じる可

能性がある。 

生態系アプローチにおいて

は、地域固有の科学的知

識、改革、慣行を含めて、あ

らゆる種類の関連情報を考

慮しなければならない。 

 水文学的・技術的知識、社会・法

律・経済・環境に関する知識、デ

ータと情報、資源・適応性・脆弱

性・リスクに関する地域固有の知

識 

 部門間の連携による洪水管理者

間の協力のための仕組み 

 水循環およびその生態系との相

互作用に関する知識が不十分な

ため、水資源利用における脆弱

性および洪水リスクが増大する

可能性がある。 

生態系アプローチにおいて

は、全ての関連する社会部

門および科学的分野を関与

させなければならない。 

 河川流域内の様々な地域社会お

よび利益団体から幅広い参加者

を得て、学際的アプローチの実現

を追及する。 

 単一分野に依拠したアプローチ

では、特定の活動がもたらす悪

影響を予測できないため、最終

的にはリスクを低減するのではな

く、それらを転嫁することにしかな

らない。 
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3．河川およびその氾濫原の形態学と生態学の基本的概念の理解 

 河川およびそれに関連する氾濫原における形態学（地形）と生態学（生物の分布お

よび生態学的プロセス）の基本的概念や、形態学的・生態学的プロセスと流況との関

係に関する知見は、統合洪水管理のアプローチにとって不可欠な要素である。洪水

管理対策が環境に与える影響を理解し、新規プロジェクトや既設構造物の負の影響

を緩和できるような、環境に配慮した設計を追求する必要がある。本章では、河川動

態や洪水と氾濫原に関連する生態学的プロセスを容易に理解できるように、河川とそ

の氾濫原の形態学、及び生態学の基本的な概念について述べる。以下の節では、基

本的に、氾濫原で開発が行なわれ、氾濫原の形成プロセスが隣接する山腹斜面から

分断される沖積河川の中流・下流域の問題について取り扱う。なお、簡単かつ明確に

理解するために、人為的汚染に起因する水質問題は生じていないと仮定する。本章

で議論する概念の多くは、他のあまり一般的ではない種類の河道についても適用す

ることができる。 

 

3．1 河川形成プロセスと氾濫原 

 洪水は、一般的に豪雨や融雪（または両者の組合せ）によって発生する自然のプロ

セスである。河道は、平均的な流量（容量）を確保できる形状となるように、自然に調

節されている。したがって、数年おきに河道の容量を超える高水量が生じる場合は、

河岸を越流し、隣接する土地に浸水することが予想される。さらに、洪水は、氾濫原

への直接的な降雨や地下水位の上昇によって生じることもある。洪水は、水文学的プ

ロセスの自然変動の一部に過ぎない。洪水は、氾濫原の生物の生産性と生物多様

性の程度を決定する上で重要な役割を果たしている。また、土壌の肥沃化や生息域

の形成や変化、栄養塩類や有機体の交換などにも寄与している。 

 

河川形成プロセス 

 水源や高地の渓谷とも言える上流域では、通常、隣接する山腹斜面と強いつながり

がある。他方、中流および下流域は、通常、氾濫原が形成されており、山腹斜面から

分断されている 27。これらの区間では、河川地形を決定する形成プロセスは多くの場

黄河の蛇行（中国） 
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合、中流・下流域を流れる水と土砂が生成される上流域によって決定される。 

 

 より長い時間スケールでは、特定の河川流域における独立した要素とは、その地質

と気候である。局地的な温度と降雨体系が、露出した岩盤を風化させ、土質および流

域で生育できる植生タイプを決定する（図 2 を参照）。また、これらすべての変数は、

河川ネットワークを通じて作用することで、流域の河口に向かう流量や土砂、倒流木

の体系を特徴付けている。 

 

 

植 生
土 地 利 用

流送土砂量

形 態 学
力 学

植 生
土 地 利 用

土砂量
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力 学

土砂輸送 

 

流量 

土質特性 

気 候
• 降 雨
• 温 度

気 候
• 降 雨
• 温 度

地 質
• 地 形
• 地 質

地 質
• 地 形
• 質

 

氾濫原 

 「氾濫原」という用語を理解することは重要であり、図 3－時空間的階層における氾

濫原の構成要素とプロセスが参考になる。領域 A は、毎年浸水する氾濫原の範囲を

示し、大規模河川では 1km まで及ぶ。固定砂州や新たに形成された蛇行箇所は、そ

の領域の基本的部分となり、一般的に草本植物や初期遷移過程の樹種によって特

徴付けられる。河川生態学者は、氾濫原を「河川または湖沼の横断方向の越流、ま

たは地下水位の上昇によって定期的に氾濫する（通常、年 1 回）領域 29」と定義し、氾

濫した結果、生じる物理化学的環境に対する生物相の応答を重視する傾向がある。 

 

 領域 B は、主要および副次的な氾濫原を示しており、洪水の発生頻度は中程度で、

約 10km の範囲まで広がっている。この領域では、自然堤防や三日月湖を形成し、初

期遷移過程の樹林帯により特徴付けられる。しかし、これらの地形単位と植生単位は

領域 C および D まで広がっている。領域 C は、大規模／低頻度の洪水と関連付けら

れ、大規模な河川システムにおいては数万キロにわたる場合もある。工学系の水文

学者は、洪水の経済的影響への関心が高いため、水理学に基づく標準的な定義を採

用している。すなわち、「洪水確率が 100 年の洪水によって浸水する河川両岸の地域
30」である。 

 

図 2. 河川作用のシステム 28 



 26

 

 

氾濫原の
草地草本植物と 

初期遷移樹種 

後氷期の
氾濫原

既存の森林
＞１世代

氾濫原の
高地

さまざまな地形

（たとえば、堤防と三日月湖）

初期遷移林地

植生単位 
地形単位 

移動時間（年）

年間洪水頻度

10分の 1 100分の 1 1,000 分の 1

空間的尺度（ 

km 
）

蛇行川、河道端の堆積物、

および最近のちぎれ蛇行

氾濫原の
草地草本植物と 

初期遷移樹林地 

後氷期の
氾濫原

既存の森林
＞１世代

氾濫原の
高地

さまざまな地形

（たとえば、自然堤防と三日月湖）

初期遷移樹林地

植生単位 
地形単位 

経過時間（年）

年間洪水頻度

10分の 1 100分の 1 1,000 分の 1

 
 

蛇行河川、河道端の堆積物、 
および最近のちぎれ蛇行

空
間
的
尺
度
（ｋ
ｍ
）

 
 

 

 領域 D は、気候および基準面の変動と関連付けられ、氾濫原への水と土砂の流入

において後氷期の緩和の影響を受ける。他方で、河川地形学者は、氾濫原を「河道

に隣接し、河岸によって河道から分離されており、現在の気候と流況の中で河川によ

る土砂輸送によって形成され、中規模程度の洪水が越流する大規模な水平方向の

沖積地形 31、32」と定義している。 

 

 氾濫原では、非常に不均質な生態系となっている。ほぼ平坦ではあるが、氾濫原の

微地形は、小河道や窪地、背水、小丘陵、尾根等の複雑な組合せにより形成されて

いる。氾濫原内の窪地は、生物多様性と生活（農業、漁業、畜産）の双方にとって特

に重要な湿地帯である。これらの窪地の湿地帯は多くの場合、小河道によって河川と

つながっている。このような河道は、洪水流およびそれに付随する細粒土砂や栄養塩

類を湿地帯にもたらし、また魚類の移動も可能にする。魚類は氾濫原で産卵し、繁殖

する。このような湿地帯の中には、水位が低下した後も洪水流を貯留することができ

るものがある。水位の低下が緩やかなため、洪水跡地を利用した農業が営まれる。

窪地の中には、氾濫原の森林のように、鳥類の大規模な個体群の生息域となる特に

重要な生態系を支えているものもある。 

 

本書では、河道および隣接する氾濫原から構成される地域を指すために「河川回廊」

という用語を使用する。氾濫原の範囲は、（上述の）特定の地形、植生の特性および

氾濫原管理の目標によって明らかになる。河川回廊は、地下水系および隣接する陸

上生態系との間に、半透水性の横断方向の境界を有している。 

 

図 3. 時空間的階層における氾濫原の構成要素とプロセス 33,34
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3．2 形態学的体系 

 ほとんどの河川システムは、非沖積層の地盤や、流路沿いの限定された領域と同

様に、水源付近では横断的な移動を制限された区間を有している。渓谷によって横

断的な移動を制限されていない場合、すべての沖積河川は砂州を形成し、氾濫原を

形成する。渓谷の勾配が与えられると、河川景観は、流況（流量変動のパターン）、輸

送土砂の量や質 35、粗い流木の体系、河床と河岸の堆積物、および氾濫原の植生の

相互作用によって決まる。このように、沖積区間では、そこに流入する水や土砂、粗

い流木が相互に作用し、また当該区間の堆積物や植生と相互に作用し、移動可能な

土砂の領域を侵食と堆積によって変化させ、一連の河道の形式またはパターンを形

成している。流れの力またはエネルギー（流出量、流路幅、および勾配の機能）や土

砂の粒径、河岸植生の状況に応じて、沖積河道と氾濫原は、蛇行や合流、単一の湾

曲、湾曲、網状等のパターンを形成する。河川の形態やパターンと、生息域の複雑さ

や生物多様性のような生態系の健全性を示す重要な生態学的指標との間には、明

確な関係がある。河川回廊の生態系には、澪筋の湿潤した箇所以上の部分が含ま

れている。また、すべての支流や、砂州、島、氾濫原自体も含まれている。 

 

 異なる形式またはパターンを有する河川は、必然的に異なるメカニズムを通じて長

期的に移動し、氾濫原を創出する。しかしながら、氾濫原の形成を特定するメカニズ

ムやそれが生じる速度は、きわめて多様であると考えられる。たとえば、蛇行河川は、

湾曲部の外岸側の氾濫原の土砂を侵食すると同時に、内岸側の砂州に土砂が堆積

されることによって、横断的に湾曲部が移動する。このプロセスは横断的な堆積とし

て知られている。その一方で、蛇行する礫床河川では、河道の中央に植生が繁茂で

きるような砂州を形成する。出水時には、植生に細粒土砂が堆積し、縦断的な堆積に

よって砂州の高さは陸域が形成されるまで上昇する。その後、河道が陸域に隣接す

る流路の片方を切り離すと、陸域は氾濫原の一部となる。形態学的に、河川は動的

平衡状態にあると見なすことができる。地形は常に変化しているが、全体的な構成は

図 4. 蛇行河川の氾濫原の地形と堆積物 36
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同一のままである（シフトする生息域での定常状態を示す概念）。図 4 に、蛇行を伴う

沖積河川の回廊を示す。このように、河川の侵食と堆積のプロセスは、洪水や土砂

輸送、流木の堆積、植生の生育によって促進されて、遠目には河川景観が変化して

いなくても、河川回廊全体を絶えず変化させているのである。 

 

 自然条件下、もしくは人間活動による土地利用形態の変化によって、流域での侵食

の割合が、河川での下流に土砂を輸送する能力をはるかに超えた量の土砂を河川

にもたらすことがある。その結果、これらの河川システムは本質的に不安定になり、

堆積として知られるプロセスにより、河床高を継続的に上昇させることになる。その結

果、氾濫原は大規模な扇状地を形成し、非常に広大となることがある。頻繁に生じる

河道の横断方向の移動は、かなりの距離にわたって広がる可能性がある。極端な場

合、そのような河川は「天井川」として知られている。洪水および横断方向の移動を回

避するために堤防を築く場合、狭窄した河道内で河床上昇が続き、河床高を周囲の

氾濫原よりも高くする（図 5 を参照）。このような種類の河川では、洪水や環境の管理

を、明らかに困難なものとさせている。 

 

 
 

 その一方で、輸送土砂量を減少させることになるダム建設や土壌汚染対策、植林、

洪水流量を増加させるような河川改修も河川の動的平衡状態を改変させるが、上記

とは反対に、過剰な輸送能力となって河床を低下させることになる。このプロセスは侵

食と呼ばれている。河床を大きく低下させることは、局所的な洪水リスクを低減するが、

輸送される土砂によって、下流域で更なる河床上昇をもたらす可能性がある。河床の

低下は、地下水位の低下による河岸植生の損失など、河川回廊沿いに深刻な環境

の変化をもたらす。 

 

3．3 生物多様性 

 健全で多様な生態系は、経済的・社会的発展の多くの側面にとって不可欠なものと

して、重要な財とサービスを提供している。河川生態系が提供するサービスのほとん

どは、生態系内の多様な生物群集の生物的活動に由来する。したがって、生物多様

性を維持することの重要性は、絶滅危惧種や美しい湿地帯の単なる保全の域をはる

かに超えるものである。水生および陸生生態系が、特に洪水管理対策との関係にお

いてどのように機能し、相互作用しているかを十分に理解する必要がある。 

黄 河黄 河

図 5. 開封付近の「天井川」の略図 37 
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 生物が存続するためには、以下の条件を満たさなければならない。 

● 適切な水質：溶存酸素、pH、温度等の一連の物理的・化学的変数は、許容範囲内

としなければならず、過度な汚染があってはならない。 

● 自然の生物学的プロセスを維持するために適切な量と変動のある水量を利用する

ことができる。 

● 多様な物理的生息域を利用することができる。 

 

 実際に、河川の生物多様性および生産性が、大きくは流況、土砂及び温度により体

系付けられる事象に関連する物理変数によって支配されていることは、広く受け入れ

られている。生物は、存続し、成長し、繁殖するために、自らが生息する物理的環境

の中に、食糧と生息するための場所（生息域）を必要としている。これらの要件は、

個々の種にとって固有のものであるだけではない。特定の種の様々な生育段階（たと

えば、ブラウントラウトの卵、稚魚、成魚）に応じて必要とされる非常に異なった食糧

や生息域があり、その種が存続するためには、ある景観においてそのすべての状況

が満たされなければならないのである。 

 

 自然の河川回廊の生息域はきわめて多様である。ある河川域の多様性は、生息域

が空間と時間においてどのように変化するかによって決まる。 

 

 空間的不均質性は、生息域がどのような場所であるか、すなわち、深い／浅い水域、

日向／日陰の地域、泥／砂／礫、水生植物の有無、高流速／低流速な流れ、綺麗

な水／濁水、小規模／大規模な河川、支流／本流などによって決まる。 

 

 時間的多様性は、低水流量と高水流量の状態の変化（たとえば、洪水）、温水と冷

水の季節変動、縮小したもしくは氾濫原に向かい拡大した単列または複列の河道等

によってもたらされる。 

 

 このことは、多様で複雑な環境が同一の生物よりも多様な生物を維持することがで

きる理由を示している。一般に、河川回廊における生息域が複雑であればあるほど、

生息域で持続できる生物多様性も高まる。図 6 に、生物多様性を維持する様々な構

成要素を示す。撹乱によって生じる生息域の変化は、健全な河川生態系にとって不

可欠な要素である。 
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土砂の状況 

空間的不均質性 

流 況

時間的多様性 

生息域の多様性

水の適切な量と多様性

適切な水質

生息域の多様性

水の適切な量と多様性

適切な水質

横断・鉛直・縦断方向の連続性

生物多様性

土砂の状況 流 況

 
 

 

 

 高エネルギーを持つ河川システムでは、輸送土砂量や質と比較して、大きな勾配又

は洪水の両方あるいはいずれか一方を伴うため、撹乱のパターン、すなわち生息域

が創出・破壊される速度があまりに速く、高度な生物多様性を維持することができな

い可能性がある。典型的なのは、砂礫層の網状河川である。そこでは砂州と島が非

常に高い頻度で変化することから、河道内の生息域の多くの部分は比較的新しく構

築されたものである。そのような生息域でも初期の段階では、極めて特定の絶滅の可

能性が高い動植物が生息する。その一方で、低エネルギーの蛇行河川は、緩慢な速

度で横断方向に移動するため、その氾濫原の大部分は成熟した植生に覆われ、新し

い部分が利用される可能性は低い。このような生態系も、均質となるため、高度な生

物多様性を維持することができない。実際に生物多様性は、中程度の撹乱頻度（変

化）を持つ生態系において最大化されることがわかっている 38。言い換えれば、撹乱

頻度が大きい場合は絶えず生態系を更新し、撹乱頻度が小さい場合は一つのタイプ

の生態系が支配するため、いずれの場合も多様性を低減させるのである。 

 

 ほとんどの種は、その生活環を通じて、さらには 1 日または 1 年の異なる時間にお

いて、生育するための様々な条件を持っている。このことは、生物は生息域の様々な

空間（パッチ間）を移動できる必要があることを示唆している。このような移動には、生

涯に 1 度、海洋から水源までの長距離を遡上するサケのようなケースもあれば、餌場

と休息場の間を毎日移動する個体のようなケースもある。魚種が産卵のために河岸

生息域を利用した後に本流に戻る場合、その移動は、河川の縦断または横断方向に

沿っておこなわれる。多くの種は、空間（パッチ）毎の分布には、個体群あたりわずか

な個体しか生息していない。このような種がその生態学的プロセスを維持するために

図 6. 生物多様性を構成する多様な要素
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は、パッチ間の移動において縦横の連続性が維持される必要がある。 

 

 
 

 従来の洪水防御計画は、河川回廊を過度に単純化する傾向があり、空間的に均質

な生態系をもたらしてきた。これでは、多様な種に対して多様な生息域を提供すること

はできない。たとえば、図 7 の沖積域は、様々な魚種の産卵のために利用される、多

様な水環境を示している。このような区間が舟運や洪水調整のために河道改修され

ると、ひとつの河道に流れが集中し、その結果、他の河道を遮断することになる。流

れが集中した河道は最終的に、一様に狭くて深い単一の河道になり、不均質性が大

幅に低減する。複列していた河道や氾濫原では多くの生息域が消失し、まず局所的

に、最終的には地域での生物多様性は急激に減少することになる。 

 

3．4 形態学的・生態学的連続性 

 第 3.3 節では、連続性、すなわち河川回廊またはマトリックスがいかに空間的に連

続し、それを維持することがどのように重要であるか議論した 40。多様な生息域の連

続性は、景観を移動する生物のニーズを満たすとともに、河川回廊の構造と機能を

制御する一連の物理的、生物学的、および化学的プロセスを維持するためにも重要

である。 

 このような概念に基づき、河川回廊は、経時変化する三次元システムとして理解す

ることができる（図 8）。縦断方向では、上流域は下流域と連続している。この連続性

は、ほとんどの場合、水や土砂、有機物（たとえば、流木や葉）溶質からなる一方向の

勾配の流束として見なされる。しかし、多くの水生および陸生生物は、河川回廊を上

流および下流の双方に移動するために利用している。表層流をせき止めることになる

ダムや堰は、河川の縦断方向の連続性を遮断することによって、移動を妨げ、重要な

形態学的・生態学的役割を果たす土砂や粗い流木を貯留する可能性がある。一部の

河川には、流れが一時的にしか存在していない河川があり、注意する必要がある。そ
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れは、ある区間の流れがなくなり、その結果として連続性が損なわれることは、生態

系の構造を支配する自然の撹乱である。 

 

 上述のように、氾濫原の季節的な浸水は、河川回廊の特徴を維持するために不可

欠である。流量調節や堤防の建設は、横断方向の連続性を弱め、河道と氾濫原の間

の生物の移動および食糧、土砂、有機質シルトなどの流束を制限する。たとえば、高

水期に氾濫原に流出する地表水、すなわち河道を越流して氾濫原の一部に広がる洪

水流を考慮してみる。大規模な洪水事象は比較的まれであるため、河道に隣接する

地域は頻繁に浸水するが、離れた地域は数年に 1 度、一時的にしか浸水しないため、

構造の不均質性は少ない。洪水は、水生生物が河道の内外に移動するのを可能に

するだけではなく、形態学的変化をもたらし、新しい生息域を創出し、（肥沃な有機質

シルトを含む）細粒土砂の一部を堆積させ、湿地帯を維持し、氾濫原の池を回復する

とともに、氾濫原に一時的に水を貯留することによって下流の洪水を軽減させる。こ

のような区間で流量が調節されると、河道と氾濫原の連続性は弱まり、これらのプロ

セスのほとんどが省略されることになる。 

 

 

横断方向

縦断方向

垂直方向

帯水層

横断方向

縦断方向

鉛直方向

帯水層

 

 

 鉛直方向の連続性は、地表水と沖積層の地下水系との連続する箇所、いわゆる間

隙水域（ハイポレイックゾーン）に関係している。完全な鉛直方向の連続性、すなわち

地表水と地下水の相互作用が重要なのは、地下の微生物プロセスが、河川回廊の

生産性および水質を維持するのに役立つからである。また、氾濫原の多くの湿地帯、

池、および河岸の樹木も地下水に依存している。さらに、湧水は、多くの種のために

重要な冷水の避難所を提供している。 

 

 沖積河川回廊内の水域の多様性と流路の複雑さは、本流と支流、あらゆる粒度組

図 8. 河川回廊の空間・時間次元 41 
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成と形状を持つ土砂の堆積、池、周囲の湿地帯などによって特徴付けられ、日陰で、

または太陽光にさらされながら、地表、地下、あるいは帯水層を永久的または一時的

に水が流れることによって、きわめて多様な温度体系をもたらしており、これによって

物理的に移り変わる生息域のモザイクが形成されている。言い換えれば、河川形態

や生息域の利用可能な形態は、概ね体系的・動的平衡状態にあるといえる。そこで

は、個々の部分の形状は常に変化しているが、様々な生息域タイプの全体的に利用

可能な形態は、ある大きさの区間にわたってほぼ同様である。このような河川回廊の

体系の機能を示す概念モデルは、「モザイク状に変化する生息域における定常状態

に関する概念（Shifting Habitat Mosaic Steady State Concept）」として知られている。 

 

 したがって、生息域の多様性と連続性は、空間と時間に固定されるのではなく、河

川力学によって絶えず創出・破壊されることを理解しなければならない。たとえば、洪

水の発生を防止し、堤防を設置して氾濫原を河道から分離することによって、きわめ

て多様な河川回廊の変化が不可能になれば、新たな生息域空間（パッチ）が創出さ

れなくなり、既存の植生群が成熟し、当初は不均質であった河川景観を支配するよう

になり、生態系は均質的なものとなる。 

 

3．5 まとめ 

 沖積河川およびその氾濫原の生態学に関する主な原則は、次のように要約するこ

とができる。 

 

• 河川は常に変化し、氾濫原領域を移動する。流量、土砂、および粗い流木は、河

床と河岸の堆積物および河岸植生と相互作用することによって、河川の特徴を

創出し、また破壊する。 

 

• 河道および氾濫原の生息域空間（パッチ）が動的でモザイク状に変化することは、

河川システムの基本的な特性であり、河川の多様な動植物種のための空間を提

供する。これらの種は、動的で不均質な環境で成長し、進化してきたものである。 

 

• 自然の生態学的プロセスを維持するために、河川生息域は、三つの環境条件、

すなわち、適切な水質であること、適切な水量で空間的・時間的な変動性がある

こと、および多様な物理的生息域があることであり、これらを同時に満たすことが

必要である。 

 

• 河川回廊における縦断・横断・鉛直方向の連続性は、河川の生物および生態系

の機能にとって不可欠である。 

 

• 洪水体系の大幅な改変（すなわち、洪水の規模、発生時期、および頻度の変化）

は、生態系に負の影響を及ぼす可能性がある。河川生態系の構造と機能を維持

することが重要である。なぜなら、河川回廊によって提供される生態系サービス

のほとんどがこれらに依存しており、河川が単純化された場合、失われてしまう

からである。 
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4．洪水プロセスと生態系サービス：相互関係 

 生態系は、河川流域の水文学的なレスポンスを決定する上できわめて重要な役割

を果たす。したがって、洪水を生成する多様な水文学的プロセス、およびどのように

生態系がこのようなプロセスと相互に作用し、洪水事象の量、規模、および時期に影

響を与えるかについて理解することが重要である。本章では、水文学的プロセスおよ

び水文学的レスポンスにおける多様な生態系（例えば、森林、湖沼と池、湿地帯、河

川回廊、河口、及び沿岸の生態系）の役割、およびこれらの生態系がどのように洪水

事象と相互に作用するかについて述べる。また、洪水緩和に関する生態系の潜在能

力とその限界についても議論する（表 2 ではこれらを要約している）。 

 

4．1 森林 

 森林は、土壌内のプロセスに関連している陸上生態系である。植生を維持する土壌

の能力は、その物理的特性（有機物、保水力、構造、単位体積重量）、化学的特性

（存在する無機成分の種類）、生物的特性（存在する微生物の多様性と活動）および

局所的な微気候（温度、降水、蒸発要求）によって決まる。 

 

人間と水生生態系にとって不可欠なエネルギー源である森林 

 河岸の森林は、陸上生態系と水生生態系の間のインターフェースとして機能し 42、

河岸の在来種のために多様で不可欠な生息域を提供する。連続的な森林は、樹上

性動物（樹林の中で生息する動物）の移動経路を提供する。森林資源は、人間の生

活に直接寄与し、農業や食糧供給を促進することによって、国富をもたらす主要な資

源をなしている 43。森林は、地表下や地下水の流れの過程で栄養塩類やその他の汚

染物質を濾過し、表面流の土砂を捕捉することによって、水質を維持する役割を果た

している。また、氾濫原の池、湿地、支流、および本流に日陰を提供することによって、

温度体系を調節している。更に、葉、小枝、粗い流木などの形で外来性有機物質 44 を

水生システムに供給する。これらは、水生生物にとって不可欠な食糧資源となる 45。

熱帯地域では、森林は厳しい高温気候を緩和し、木材、作物、堅果、放牧地など、多

くの生産物を提供している。 
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森林と水文学的プロセス 

 森林は、その複雑な構造を通じて河川の流況を季節ごとに安定させ、浸透と蒸発散

を促進することによって、流域の水文学的プロセスを決定する上で重要な役割を果た

している。森林は浸透によって地下水涵養を促進し、これは長期にわたってゆっくりと

放出される。ある特定の水文気象学的条件下では、高い蒸発散量により、森林は流

域からの全流出量を減少させる可能性がある。渇水が長期化した場合、河川流量は

急激に減少するおそれがある。しかし、このような影響はきわめて複雑なプロセスに

起因することから、局所的な領域規模であっても未だに定量化されていない 46。流域

における森林の洪水調節機能には一定の限界があり、多くの場合、構造の複雑さや

森林の規模と種類、表土の深さや構造、土壌のその時点における含水状況によって

左右される。しかしながら、大規模洪水では、森林の被覆の有無に関わらず、ピーク

流量に対して影響を与えることはできない。これは、継続する降水によって土壌は飽

和状態になり、森林からの表面流出量を大きくさせる可能性があるためである。 

 

 河畔林は、流況の水理特性と相互に作用して河川回廊の形態に影響を及ぼす。ま

た、河岸の洗掘に対する抵抗力が高まるため、河道幅は小さく、また深くなる。広大な

氾濫原を有する下流域では、植生の粗度によって水深はさらに大きくなり、その結果

として増えた河川の貯留量は、洪水流の速度を低下し、下流域の洪水ピーク流量を

減少させる。一方、洪水時の流木は、横断工作物に詰まって洪水流の妨げとなり、上

流部の水位上昇を生じさせ、破堤や堤防の越流を引き起こす可能性がある。 

 

森林と河川への土砂供給 

 樹木の根は、斜面の安定に対して重要な役割を果たしている。根は、張力に対する

土壌の抵抗力を高めることにより土壌強度が増加するが、それと同時に、森林の自

重は土壌にかかる載荷重を増加させることになる。合法的および非合法的な伐採や、

森林や放牧地を耕作地に転換することへの圧力は、絶えず森林の被覆状態に影響

を及ぼしている。森林の被覆がなければ、表層斜面崩壊（これによって広大な土地の

肥沃な表土が消失する）を引き起こすだけでなく、ガリー侵食、さらに土地の荒廃およ

び流域からの流出土砂量を増大させる。しかし、深層崩壊は、森林の有無による顕

著な影響は受けず、多くの場合、地質、地形、および気候因子の影響を受けている
47。 

 

 前述のように、水文学的プロセスと森林動態の相互関係は、主に関連しているプロ

セスの複雑さ故に、いまだに大規模な流域では調査されていない状況である。したが

って、大規模な流域において、森林が渇水期の流量、洪水緩和、および地下水涵養

に及ぼす影響について、長期的に生態水文学的なモニタリングを実施する取り組み

を強化することがきわめて重要である。 

 

4．2 池と湖沼 

 池や湖沼は、一般的に静的な水システム 48、すなわち非流動的な淡水生態系であ

る。水は通常、直接の降水によって、もしくは支流および分散した表面流出あるいは

浅部帯水層から、これらの水域に流入する。水は、自由水面からの蒸発や蒸散、送

水、流出口からの流出によって失われる。蛇行河川が河道から切り離されて湾曲部
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が残されることによって形成される三日月湖は、厳密には静的なシステムではなく、

高水時期には流動的なシステムになる。 

 

湖沼と池の生物多様性 

 湖沼と池の生物多様性は、その物理的特性および栄養塩類または萎縮 49 の状態に

よって決まる。生物多様性は、水深の浅い湖岸で頂点に達する。栄養塩類と土砂は、

面源から湖沼に流入する。これらの水域内の温度変化は、主に太陽と風力エネルギ

ーに左右され、その生態学的特性を決定する上できわめて重要である。水深が浅い

小規模な水域（本書では池として取り扱う）では、日光が容易に水底まで達するため、

水温は水深全体にわたって一定である。水深の深い水域（本書では湖沼として取り

扱う）では、熱エネルギーが十分な深さまで到達せず、湖の底付近の水温は比較的

低いため、温度の鉛直方向の水温差によって境界層が形成される。湖沼の水面に風

が作用するエネルギーは、水深に応じて急激に撹拌され、減衰される。河川システム

と繋がっている湖沼では、支流や流出口の位置や特性も、湖沼における撹拌の程度

を決定する要素である。湖沼が撹拌状態か成層状態であるかは、その生態学的特性

にとってきわめて重要である。 

 

 湖沼および池は、飲料水供給、漁業、灌漑、レクリエーション、生活手段（たとえば、

農業、漁業、畜産）など、人間の生活に対して様々なサービスを提供している。これら

の水域では、植物の栄養分の吸収、土砂の保持、および地下水涵養のような自然環

境にとって不可欠なサービスも提供する。これらの水域は多様な植生に富み、渡り鳥

を含む多くの動植物種にとって、生命維持のための主要なメカニズムとして機能を果

たしている 50。 

 

湖沼と洪水 

 池や湖沼は、これらの水域の貯水能力により、洪水時のピーク流量を緩和させる役

割も果たしている。池や湖沼は、満水になって溢れ出し再び流出されるまで、洪水の

陸地への氾濫を抑制している。洪水が湖沼に流入した場合、それは湖沼の流出口に

ローヌ川に連なるレマン湖
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直接は流れず、その一部は水位の上昇となって湖沼の貯留に吸収される。したがっ

て、湖沼への流入量が最大になったときに、その流入量の大部分が貯留され、その

後、流出口の特性に応じたタイムラグを伴って河川に流出する。その結果、洪水ピー

クを低減し、洪水流の下流への移動を遅らせるのである。大規模洪水時に池や湖沼

が洪水軽減に貢献できる程度は、池や湖沼の種類や位置、湛水面積、水域の形状、

先行条件、流出口の水理的特性によって決定される。 

 

4．3 湿地帯 

 湿地帯とは、自然と人工、永久と一時を問わず、静水または流水を伴う、淡水、汽

水、または塩水で干潮時の水深が 6m 未満の海域を含む、沼沢地、泥炭地、または

水からなる地域をいう 51。湿地帯は、完全な陸上生態系と水生生態系の遷移地域を

形成している。湿地帯は、潮汐があるか否か、静水か動水かは問わない。海洋や沿

岸湿地帯と同様に、湖沼や池も湿地帯と定義されるが、本節ではこれらについて言

及せず、別途取り扱うものとする。湿地生息域にとって地表水の存在および湿潤土の

植生の生育は、不可欠な二つの特徴である。 

 

地形環境 

 湿地帯はその地形特性により、主要とする水源と水文学的な周期が異なる傾向が

あり、両者は、そこでの生息に適している有機体に影響を及ぼしている。沖積域の湿

地には、河道と密接に結び付いているものと、分離しているものがある。例えば、窪

地の湿地帯（すなわち、表面流出がない）は、多くの場合、地下水を介してほかの湿

地帯や水生域と強いつながりがある。季節的な乾燥によって潜在的な捕食者である

魚類が除去されるため、基本的に両生類の生息域となっている湿地帯もある。その

ほかの湿地帯が存在する一般的な地形環境には、沖積氾濫原や河川三角州の一部

であり河川と接している河岸湿地帯や、湖岸や貯水池の周辺に見られる湖岸 52 湿地

帯、地形上の分断部に存在し主に地下水湧出によって水供給される傾斜湿地帯があ

る。これらの地形特性が、乾燥から湿潤にわたる気候の中で、湿地帯を維持している

のである。 

 

 湿地帯は、多くの場合、定期的な氾濫と乾燥に適合できる密な植生として特徴付け

られる。その水質は、関連する水生生態系、土壌、および生育する植生の種類や量

によって大きな影響を受ける。しかし、地形的に平坦な地域を占めるウエットフラット

（平らな湿潤地）は、地下水源または地表水源なしに湿地の植生と土壌を維持するの

に十分な湿潤気候に限定される。これらは、有機質土壌の平坦地としても知られる泥

炭地を形成するのに十分な有機物を蓄積していることもある。湿地帯は徐々に開発

の圧力を受けており、他の同様の地形特性を有する湿地帯は、人間による同種の改

変にさらされている 53。 
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湿地帯の生物多様性 

 小さい流路によって河川と密接に結び付いている一部の湿地帯は、洪水流および

それに付随する細粒土砂や栄養塩類を運搬し、それを保持している。湿地帯は、栄

養塩の貯留率が高いため、大量の有機物質を生成することができる。有機物質は、

水中および陸上の食物網の基礎を再形成している。湿地帯は、非常に重要な生態系

であり、多くの種にとって不可欠な生息域を提供し 54、生活を支えている。したがって、

湿地帯の生物多様性は、維持している種の範囲からも、きわめて豊富であると言える。

一時的な洪水は、湿地生態系の機能を維持する上できわめて重要である。 

 

 湿地帯は水生種と陸生種の双方を維持し、長期にわたる水の存在は、特に適合し

た植物（水生植物）にとって好ましい生息条件をもたらしている。湿地帯は浅水域で、

緩慢な流れを伴う静水環境である。多数の種にとって好ましい生息域を提供し、特に

魚類の繁殖と生育、鳥類の営巣と生育に適している。氾濫原の湿地帯は、数千マイ

ルにわたって拡大し得る生態学的なつながりを持っている（渡り鳥、遡河魚など）。 

 

湿地帯と水循環 

 湿地帯は、水循環に大きな影響を及ぼしている（コラム 1 を参照）。水文学的プロセ

スは、貯水能力、湿地から帯水層への移動に伴う浸透損失、または地下水涵養能力

によって影響を受ける。洪水の軽減は、湿地の最も重要な機能の一つである。この洪

水の軽減機能は、主に河川の下流域の大規模な氾濫原で効果があり、そこでは大規

模な窪地に越流水が貯留される。さらに洪水は、湿地の植生粗度による抵抗力によ

って減速し、低減される。こうして下流の洪水ピークを遅らせ、洪水被害を軽減させる

ことができる。 
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 湿地帯には、沼地、湿原、干潟、氾濫原など広範囲にわたる生態系が含まれるため、

すべての湿地帯が同様の水準で洪水を軽減するとは限らないことを認識しなければ

ならない。湿地帯が下流の洪水を減少させる効果は、湿地の面積、洪水の規模、上

流の湿地との近接性、および上流に他の貯留域がないことにより増加する。洪水が

ピークに到達した時に貯水能力に余裕がある場合に限り、明確に洪水の影響を軽減

することができる。湿地帯が既に飽和状態にある場合は、その後に発生する洪水の

ために利用できる貯水能力はほとんどないと考えられる。 

 

 

4．4 河川回廊 

 河川は動的なシステムである。河道は、ある場所では侵食され、他では堆積を受け

ながら移動し、新たな河道を創出している。このように、河川生息域の創出と破壊を

常に繰り返している。河川回廊（河道と氾濫原を含む地形）は、動的に平衡な状態や

体系の中で、変化し続けるモザイク地形として見なされる。すなわち、地形は絶えず

変化しているが、遠目には常に「同じように見える」のである。河川回廊は、流況と土

砂体系の連続性が重要である。流況の様々な要素は動き続ける水生生態系におけ

る生態学的プロセス、すなわち水文学的条件の規模や頻度、期間、時期、変化する

速度を調整している。洪水は、あらゆる河川システムの流況の中で、重要な要素とな

っている。なぜなら、出水は、侵食やその後に生じる堆積作用にとって重要であるか

らである。洪水は、1 年の適切な時期に発生する必要がある。これは、在来種の生活

サイクルが、このような自然の河状に適合しているからである。 

 

 それぞれの種（あるいは同種の生育段階）は、生活サイクルの様々な時期において、

このように地形がモザイク状に変化することによって創出される一連の生息域を必要

コラム 1．湿 地 帯 と水 循 環  

 世 界 中 の 169 件 の調 査 において発 表 された湿 地 帯 の水 量 の機 能 に関 する

439 の報 告 書 に基 づいて、英 国 の Wall ingford の生 態 学 ・水 文 学 センターで

は、調 査 を実 施 し、以 下 の結 論 を報 告 している。 

● 湿 地 帯 は、水 循 環 を変 化 させる上 で重 要 な役 割 を果 たす。 

● 氾 濫 原 の湿 地 帯 の多 くは洪 水 を低 減 または延 滞 させるが、常 にそうである

とは限 らない。実 際 、水 源 の湿 地 帯 の 3 分 の 1 以 上 は洪 水 ピークを増 大 さ

せた。 

● 湿 地 帯 は、ほかの種 類 の土 地 よりも多 くの水 を蒸 発 させるため、事 例 の 3

分 の 2 において年 平 均 河 川 流 量 を減 少 させた。 

● 湿 地 帯 の 3 分 の 2 において、乾 期 には下 流 の流 量 を減 少 させた。 

● 砂 質 土 の氾 濫 原 の湿 地 帯 の一 部 は、洪 水 時 に地 下 水 を涵 養 する。しか

し、ほとんどの湿 地 帯 は不 透 水 性 の土 壌 または岩 盤 の上 に位 置 するため、

地 下 水 との相 互 作 用 はほとんどない。 

 
出 典 ：Bu l l o c k ,  A .  a nd  Ac r eman ,  M . ,  2003 .  The  ro l e  o f  we t l a nd s  i n  t h e  hyd ro l o g i c a l  c yc l e ,  Hyd ro l o gy  a nd  

Ea r t h  Sy s t em Sc i e nc e s ,  7  (3) :  358･389 .  
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としている。自然の河川生態系が発展するためには、河川は複雑な生息域を創出す

るための空間が必要である。地形、ひいては生息域の高度な多様性は、自由に移動

している河川において観測することができる。発電や洪水防御対策のために流量が

調節され、一様な低水量に維持された場合、産卵できる環境が河川から消失し、生

態系の健全性の喪失、すなわち生物多様性と河川生態系の生態学的機能の後退を

もたらすことになる。 

 

 図 4 に示すように、河川回廊は、河道から生態系までの距離に応じて、モザイク状

に変化する一部を形成している。堤防を設置する際には、それぞれの河道特性を考

慮する必要がある。 

 

洪水の圧力開放バルブとしての氾濫原 

 河川の流れが堤防間に抑制されている場合、その流れの力はより大きな力を持つ

ことになる。なぜなら、河川が氾濫原に広がることができる場合よりも流速が高まるか

らである。このような流れの力は、破壊的な河岸侵食や河道の変化をもたらす可能性

がある。これらは、河川が河岸を越流できる場合よりも深刻となる。高水時に河川が

氾濫原に越流する能力により、このような破壊的な流れの力が生じるのを妨げること

ができる。このような場合、氾濫原は一種の「圧力開放バルブ」として機能を果たすの

である 55。氾濫原は、越流水を貯留し、下流における洪水ピークを軽減するとともに、

地下水を涵養する。 

 

カフェ川のカフェ干潟（ザンビア）
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汚染物拡散 

 洪水に起因する汚染物質の拡散を最小化するための予防措置が講じられない場合、

洪水は環境問題を引き起こし、環境リスクの増大をもたらす可能性がある。洪水時に

は、汚水が地下に滞留し、氾濫区域に位置する下水処理施設の未処理水が健康上

のリスクを生じさせるおそれがある。この問題は、未処理水が開渠の排水システムを

流れる、開発途上国の都市部において大きな懸念をもたらしている。さらに、汚水に

は微生物病原体、懸濁物質、有害物質、栄養塩類、ごみ、およびその他の汚染物質

が含まれるため、飲料水源を汚染する可能性がある。 

 

 洪水流は、工場や家庭から生じる化学物質を拡散する可能性がある。危険な化学

物質の貯蔵場所は、氾濫原および洪水のメカニズムに関する知識に基づいて、慎重

に計画されなければならない。氾濫原に位置する化学物質の貯蔵庫や工場で漏れま

たは施設の損傷が生じ、洪水流によって化学物質の拡散や油汚染が生じるおそれが

ある。このような汚染は、氾濫区域の衛生状態や居住性に長期的な影響を及ぼすこ

とがある。このような環境汚染を除去するためには、共同の取組み、時間、および財

源の確保が必要である。汚染除去のプロセスでは、化学物質の処理は重要な決定で

あり、汚染水が排出される生態系に影響を及ぼす可能性があるため、最大限の注意

を払って取り組まなければならない。 

 

4．5 河口・沿岸生態系 

河口および三角州のプロセス 

 河川流量は、河口への淡水や土砂、栄養塩類、シリカ（二酸化ケイ素）の主要な供

給源である。河川流入量の水準によって、河口に供給される輸送土砂量が決まる。

洪水は、平水時と比較して多くの輸送土砂を輸送し、河川の流況を決定する上で重

要な役割を果たし、その流況が今度は河口地形の形成に重要な役割を果たすことに

なる 56。 

 

 河川は土砂を沿岸域に輸送し、河口を越えた地点に堆積させる。潮流や波は、新た

に堆積された土砂を再び輸送し、結果として沿岸域の形状や構造に影響を及ぼすこ

ととなる。河川の三角州は、河口付近の河川と海洋の力の相互作用によって形成さ

れる 57。三角州平野の長期的な変化は、河川への土砂流入の速度、土砂再流動の

速度とパターン、当初の堆積後の海洋の作用による堆積物の再移動や運搬に対応

するようになる。したがって、河川システムの流況は、沿岸域の形態学的プロセスに

影響を及ぼしている。ダムや分水路のような洪水調節構造物は、流況や沿岸域への

土砂供給量を変化させ、沿岸域の形態学的・生態学的プロセスに大きな影響を及ぼ

すことになる。 

 



 42

 

沿岸生態系の特徴 

 流量は、流域の土壌を通じて、溶存および懸濁栄養塩を下流の河口に運搬する。

流域からもたらされた栄養塩に富んだ淡水は、海洋に由来する酸素の豊富な水と混

合することにより、河口や三角州地域を海洋環境において生物生産性の最も高い場

所とする。したがって、沿岸の淡水および汽水生息域は、生態系への淡水流入の特

性（量、質、時期）、および塩分、温度、濁度、エネルギー束の変化をもたらす潮汐の

日または季節的影響によって決まる。このような沿岸生態系には、マングローブ、海

岸森林、および泥炭湿地（感潮域の氾濫原の森林）が含まれ、豊かな生物多様性を

示している。沿岸生態系は、森林の居住者に貴重な資源、居住地、基本的ニーズ、お

よび生活手段を提供することによって、これらの地域社会をともに維持する手段を提

供する。これらの地域の社会経済的重要性は、特に開発途上国の比較的乾燥した地

域において明白である。季節的な干満は、これらの生態系に依存している地域社会

の生活様式や農業の営みを決定する。 

 

洪水に対する緩衝機能としての沿岸生態系 

 熱帯地方の低地の沿岸域は、潮汐による洪水だけでなく、低気圧性降水、高潮、お

よび津波によって生じる洪水に頻繁に見舞われる。塩水は、三角州の水路に流入し、

三角州の低地を浸水することもある。沿岸生態系は、その物理的存在、および水を保

持し高潮のエネルギーを吸収する能力によって、河口および沿岸域に沿って内陸へ

の浸水を防御する。例えば、インド洋津波（2004 年）において広く報告されているよう

に、大規模なマングローブ林は、最初の波の衝撃を引き受けるとともに、波のエネル

ギーがマングローブ林を通過する間にそれを消散させることによって、津波による人

命の損失と被害を低減できる可能性がある。他方、幅の狭いマングローブがあって、

根こそぎあるいは幹が折れて内陸部に流入し、大きな資産および人命被害が発生す

る可能性もある。津波などの自然災害の影響を緩和する上でマングローブおよびそ

黄河の三角州地帯（中国）
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の他の海岸林が積極的な役割を果たした事例は多い。しかし、マングローブなどの海

岸林が自然災害を有効に緩和できる範囲や状況を特定するための情報は、依然とし

て不十分である 58。 

 

 

沿岸系と河系の相乗効果 

 上述のように、沿岸の形態力学と生態系は、河川システムにおける流況の影響を

受ける。多くの沿岸生態系は、洪水管理プロジェクトを含む水資源開発事業や潜在的

コラム 2．統合沿岸域管理 

ICZM とは何か 

 統合沿岸域管理（ICZM）は、開発管理と沿岸資源を取り扱う計画立案・調整プロセス

であり、陸域／水域の境界に重点を置く。 

 

目的 

 ICZM の全体的な目的は、沿岸の天然資源の持続可能な利用および生物多様性の

維持である。環境に配慮して計画される開発は、長期的に沿岸の地域社会の経済的・

社会的繁栄に資するものと見なされる。漁業の生産性、観光収入の増加、持続的なマ

ングローブ林、および自然災害防止は、ICZM の実質的な便益である。 

 

原則 

● 沿岸域は、特定の管理および計画手法を必要とする比類のない資源システムであ

る。 

● 水は、沿岸資源システムにおける主要な統合力である。 

● 土地と海洋の利用は、共同で計画・管理することが不可欠である。 

● 海岸線は、沿岸管理計画の中心である。 

● 沿岸管理の境界は、課題に応じたものであり、順応的でなければならない。 

● 沿岸資源管理の重要点は、共有資源の保全である。 

● ICZM 計画においては自然災害防止と天然資源保全を組み合わせなければならな

い。 

● 沿岸の管理と計画策定には国内のすべてのレベルの政府が参加しなければならな

い。 

● 自然と調和した開発手法は特に沿岸域に適している。 

● 沿岸管理計画においては、特殊な形式の経済的・社会的便益評価および住民参

加が採用される。 

● 持続可能な利用を維持することは、沿岸資源管理の主要目標である。 

● 多面的利用管理は、ほとんどの沿岸資源システムに適している。 

● 多部門の参加は、沿岸資源の持続可能な利用にとって不可欠である。 

● 伝統的な資源管理手法は尊重されなければならない。 

● 環境影響評価手法は、効果的な沿岸管理にとって不可欠である。 
 
出典：Clark, J.R.,1992. Integrated management of coastal zones, FAO Fisheries Technical Paper No.327, FAO. 
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な気候変動に起因する海面上昇の可能性によって深刻な脅威にさらされている。こ

の「沿岸域の圧迫」は、沿岸湿地帯の規模や幅およびその適応能力を著しく制限する

ことになる 59。三角州地域では、三角州や沿岸生態系、マングローブ沼沢地等に必要

な形態力学的プロセスを考慮することなく、上流域で利用できる水を過度に配分・貯

留することで、その存続は脅威にさらされている。したがって、沿岸生態系の保護は、

IWRM およびその一部をなす IFM と、統合沿岸域管理（ICZM）（コラム 2 を参照）の共

同によって実施されるべきである。 

 

 

4．6 まとめ 

• 森林は、河川流量を季節的に安定化することによって、流域の水文学的プロセス

を決定する上で重要な役割を果たす。しかしながら、大規模洪水では、ピーク流

量や総流出量の観点から、森林による被覆の有無による影響は受けない。 

 

• 樹木の根は斜面安定において重要な役割を果たす。表層崩壊は森林の被覆の

損失に起因して発生し、大量の土砂が河道へ流入する原因となることがある。 

 

• 池および湖沼は、貯水能力によって洪水ピークを軽減し、その発生を遅らせる上

で重要な役割を果たすが、このような機能は、水域の種類や位置、湛水面積、形

状、その先行条件、流出口の水理特性によって左右される。 

 

• 湿地は、水の貯留、帯水層への水の移動、または地下水涵養によって水循環プ

ロセスに大きな影響がある。しかし、すべての湿地帯が同程度に洪水を軽減する

わけではない。 

 

• 河川回廊に生息する様々な種は、河川の自然の流況および土砂の状況によって

形成される、モザイク地形が絶えず変化する中で提供される多様な生態系を必

要とする。 

 

• 洪水は、氾濫原に貯蔵されている汚染物質や様々な化学物質を広範囲にわたっ

て拡散し、人の健康や生態系の健全性に影響を及ぼす可能性がある。 

 

• 洪水は、あらゆる河川システムにおける流況の中でも重要な要素であり、河口へ

の淡水や土砂、栄養塩類、シリカの主要な供給源でもある。したがって、河川シ

ステムにおける流況は、沿岸域の形態学的・生態学的プロセスに影響を及ぼす。 

 

• 沿岸システムや三角州、沿岸生態系の形態力学的プロセスは、河川システムの

影響を受ける。沿岸生態系は、その物理的存在、水の貯留、高潮エネルギーを

吸収する能力によって、河口および沿岸域に沿って内陸への浸水を防御する。 
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表 2. 生態系と洪水プロセス  

 

 上流区間 中流区間 下流区間 河口・三角州 

+ 浸透と蒸散の増加
によって水文学的プロ
セスを調節する。 

+ 浸透の増加によっ
て、短期的で低強度の
暴風雨による流出を軽
減する。 

+ 土壌の安定化によ
って、地理、地形、およ
び気候因子に基づく地
すべりを軽減する。 
+ 水域の温度調節を
おこなう。 

+ 河 道 沿 い の 森 林
は、その結合効果によ
って河岸の抵抗力を強
化する。 

+ 河道を狭めて水深
を深くすることによっ
て、初期の流量に対す
る水位を維持する。 

+ 表層崩壊およびそ
の結果として増大する
河川の土砂濃度を低
減する。 

+ 氾濫原の植生粗度
によって洪水波を遅ら
せる。 

 

森

林 

- 洪水調節効果は、
規模、土壌構造、およ
び先行条件によって左
右される。 

- 異常気象に対して
は、洪水調節効果を発
揮できない可能性があ
る。 

- 河道内の植生は、
流れの抵抗力を増大
させ、水位を上昇させ
る可能性がある。 

- 狭い水路に詰まっ
た流木によって流下能
力がさらに低下し、上
流の水位を上昇させる
可能性がある。 

- 異常洪水の場合、
洪水調節効果は低い
可能性がある。 

- 狭い水路に詰まった
流木によって流下能力
がさらに低下し、上流
の水位を上昇させる可
能性がある。 

 

+ 最初に貯留された
洪水流を、タイムラグ
を伴ってゆっくり放流
することによって、表面
流を低減し、下流の洪
水ピークを緩和する。 

+ 最初に貯留された
洪水流を、タイムラグ
を伴ってゆっくり放流
することによって、表面
流を低減し、下流の洪
水ピークを緩和する。 

+ 土砂を捕捉する。 

+ 地下水を涵養する。

+ 最初に貯留された
洪水流を、タイムラグ
を伴ってゆっくり放流
することによって、表面
流を低減し、下流の洪
水ピークを緩和する。 

+ 土砂を捕捉する。 

+ 地下水を涵養する。

池

・
湖

沼 - 洪水調節効果は、
水域の種類、位置、貯
水 量 、 湛 水 面 積 、 形
状、およびその流出口
の水理挙動によって決
まる。 

- 洪水調節効果は、
水域の種類、貯水量、
湛水面積、形状、およ
びその流出口の水理
挙動によって決まる。 

- 洪水調節効果は、
水域の種類、貯水量、
湛水面積、形状、およ
びその流出口の水理
挙動によって決まる。 
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表 2. 生態系と洪水プロセス（つづき） 

 

 上 流 区 間  中 流 区 間  下 流 区 間  河 口 ・ 三 角 州  

 + 最初に窪地へ貯留
された洪水流を、タイ
ムラグを伴ってゆっくり
排出することによって、
下流の洪水ピークを緩
和する。 

+ 植生粗度によって洪
水波を遅らせる。 

+ 最初に窪地へ貯留
された洪水流を、タイ
ムラグを伴ってゆっくり
排出することによって、
下流の洪水ピークを緩
和する。 

+ 植生粗度によって洪
水波を遅らせる。 

湿

地

帯 

- 水源の河岸湿地帯
が飽和状態に達する
と、流出をもたらして洪
水 ピ ー ク を 増 大 さ せ
る。 

- 洪水調節効果は、
窪地の種類、先行条
件、位置、規模、およ
びその河川流量との
関連によって決まる。 

- 洪水調節効果は、
窪地の種類、先行条
件、位置、規模、およ
びその河川流量との
関連によって決まる。 

 

 + 河川の流下能力に
応じて氾濫原に越流す
る下流区間の河岸侵
食を緩和する。 

+ 貯留及び氾濫原の
植生粗度によって洪水
波 を 軽 減 ・ 減 速 さ せ
る。 

+ 地下水を涵養する。

+河川の流下能力に応
じて氾濫原に越流する
下流区間の洪水ピー
クを緩和する。 

+ 貯留及び氾濫原の
植生粗度によって洪水
波を軽減させる。 

+ 地下水を涵養する。

河

川

回

廊  - 河川が変化・蛇行
し、洪水が氾濫原に越
流する可能性があるた
め、人間の定住および
洪水からの受益が困
難になる。 

- 河川が変化・蛇行
し、洪水が氾濫原に越
流する可能性があるた
め、人間の定住および
洪水からの受益が困
難になる。 

 

+ 海岸線の安定化を
促進することによって、
風、波、および水流の
作用に対する緩衝装
置として機能する。 

+ 沿岸の暴風による
波と高潮のエネルギー
を吸収し、内陸部を保
護する。 

河

口

・
沿

岸

生

態

系 
   

- 洪水調節効果は、
生態系の規模、位置、
および種類によって大
きく左右される。 

  必ずしもすべての欄に必ずしもあてはまらないため、記入していないことを示す。 

  洪水プロセスにおける生態系の正の側面を示す。 

  洪水管理サービスの提供者としての限界および負の側面を示す。 
+ 
－ 



 47

5．洪水管理のための対策と生態系 

 洪水管理の統合的アプローチは、構造物対策と非構造物対策の最適な組合せを必

要とする。他のことを切り離して洪水管理を選択することは、特定地域の保護のよう

な一定の目標を達成することはできるかもしれないが、河川流域レベルで扱うべき

様々な目標に取り組むことはできない。構造物対策に関わる残存リスク、たとえば、

各代替案の解析のための入力情報の不確実性や調節・防御構造物の一連の故障に

起因するリスクを考慮しなければならない。したがって、本章では、ダム、遊水池と調

節池、バイパス水路、堤防、河道整備などの洪水調節・防御がもたらす環境への影

響について議論する。また、これらの案が、特に流況、土砂輸送、水質、および生物

多様性に関して、どのように環境に影響を及ぼすかを考察する。さらに、負の影響を

回避、軽減、または緩和するために実行可能な代替案についても議論する。表 3 に、

構造物による洪水管理対策が様々な河川回廊のプロセスに及ぼす影響、および環

境に配慮した洪水管理のための実行可能な緩和対策を示す。また、環境の観点から、

非構造物対策の環境への影響に対する効果について想起することは重要である。そ

のため、非構造物対策による洪水管理、特にそれらがどのように環境の保護に貢献

できるかについても議論する。 

 

5．1 ダムと貯水池 

 資源としての河川の持続可能な管理においては、人間の利用にとって必要なときに

水が供給されること、および確実に供給されることが要求される。同時に、水は河川

生態系の存続のために利用されなければならない。ダムは、農業生産や水力発電、

生活・工業用水、洪水ピークの軽減など様々な目的で水を貯留、調節、分流するため

に、渓谷や河川を横断して建設されることになる。多くのダムは多目的ダムとして機

能している。河川沿いの広大な地域は、ダムの背後に造成される貯水池によって水

没する。堰や閘門のように、河道内で水量を調節する施設では、河道内に常に浸水

している区域を作ることになり、洪水に伴う正常な生態学的機能が損なわれることに

なる。 

 

洪水調節ダムと貯水池 

 洪水調節ダムは、特にピーク洪水時に洪水流の全てまたは一部を貯水池に貯留し、

その後、時間をかけて放流するものである。一般的に、この種のダムの主な用途は、

下流における洪水ピークを遅延・軽減するために、洪水流の一部を貯留することであ

る。この場合、貯水池内のスペースは、一般に、切迫した洪水を貯留するためのもの

である。水文学的な流出予測にも基づいて、貯水池は、異なる支川の洪水流が下流

域で本流と合流し、ピークが同時となる可能性を最小化できるように調節される。流

域から生じる中小規模の洪水は、貯水池によって完全に制御することができる。しか

し、大規模洪水については部分的に軽減し、下流への洪水流の移動を遅らせることし

かできない。そのため、軽減できる程度は、洪水の規模に対して利用可能な貯水能

力によって決まる。したがって、貯水池の洪水調節の便益を評価する主要な性能パラ

メーターは、大規模洪水時のピークをどの程度軽減できるかということになる 60。 

 ダムの多くは多目的ダムであり、洪水管理が必要となるのは 1 年のうち数日または

数週間に過ぎない。洪水管理目標（貯水池に貯留できるスペースが必要）と水力発電

や灌漑（できる限り満水を維持することが望ましい）との間の競合は、多目的ダム操
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作を困難にしている。様々な用途のために水を配分すると同時に、環境流量 61を維持

する必要性についても対応しなければならない。環境流量は、総放流量を分配する

割合だけでなく、本来の河川流況に近い状態を維持するために、変化に富む多様な

水量を貯水地の下流へ放流する必要性にも考慮して、決定される必要がある（コラム

3 を参照）。 

 

水質 

 貯水池に貯められる水は、水質を変化させる。大規模な貯水池では層を成す傾向

があり、底部の水温はかなり低下する。このような貯水池の底部付近の流出口から

放流される水は、下流の水温を大幅に低下させるため、在来魚がその変化に適応し

なくなるおそれがある 62。これは、水生無脊椎動物に対して、より大きな影響を及ぼす

可能性がある。比較的定常な流れでは、水温が均一となり、その繁殖または成熟を

温度変化に依存している種に影響を与えることになる。灌漑取水のため、または発電

が行なわれない期間では、河川に流入する水量が過度に減少するため、自然でない

低水流量によって水温が容易に上昇し、溶存酸素量が減少するおそれがある。他方、

冬期には、このような河川の水温は過度に低下し、凍結することもある。 

 

 貯水池では、嫌気性（メタン生成）プロセスおよび藻類の個体群は、水や土砂に過

剰な栄養塩類（有機物、窒素およびリン）が含まれる場合に支配的となる傾向がある。

このような貯水池では富栄養化（藻類の異常繁殖や水の脱酸素をもたらす）が生じる

可能性がある。このプロセスは、静水における撹拌および酸素移動の欠如によって

助長される。比較的温暖な気候では、富栄養化が進んだ貯水池は、有毒な水の華、

ホテイアオイのような水生植物の異常繁殖、およびメタン生成に見舞われる可能性が

ある。 
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コラム 3．環境流量 

 「環境流量」はわかりやすい概念である。十分な水が河川に残されていることを意味す

る。これは、下流における環境的・社会的・経済的便益を確保するために管理される。 

 

 環境流量は、競合する水利用が存在し、流量が調節される場合、生態系とその便益を

維持するために河川、湿地帯、または沿岸域にもたらされる流況である。これは、生態系を

原生に近い状態に維持するために必要な水量と、環境的・社会的・経済的評価に基づい

て最終的に生態系に配分できる水量として、区別することができ、後者が「環境流量」と呼

ばれる。これは、生態系が原生状態よりも原生でない状態において維持される流量である。 

 

 水需要を明確にするためには、下記について取り組まなければならない。 

●水配分について情報に基づく社会的選択をおこなう。 

●河川流域計画策定の一環として環境流量評価を実施する。 

●積極的または制限的な流量管理を通じて環境流量を提供する。 

 

 新設または既設の社会基盤によって環境流量を決定・実現するための唯一の最適な方

法、手法、または枠組みというものは存在しないことを認識することが重要である。新しいダム

は環境流量を実行する機会を提供する。これには、新たな政策および法的枠組み、奨励策

や阻害策を通じた対策費用確保のための適切な手段が必要となる。 

 
出典：Dyson, M., Bergkamp, G. and Scanlon, J., 2003. Flow ･ The Essentials of Environmental Flows, IUCN The World Convention Union, 

Gland, Switzerland and Cambridge, UK. 

フラットヘッド川の Kerr ダム（米国）
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土砂と有機物 

 ダムは、土砂や有機物の自然の流れを阻害する。浮遊砂は有機物を含んでおり、

下流の食物網にとって不可欠な栄養塩類を供給しているが、貯水池内の流れが弱ま

ると輸送土砂量は減少し、浮遊砂も停留されるため、下流の生態系に輸送されないこ

とになる。有機質シルトのほとんどは貯水池内に保持されるため、下流の氾濫原、河

口、および沿岸の生態系を肥沃にすることができない。洪水を防止または軽減するこ

とは、下流の氾濫原の生態系の構造や機能を変化させることになる。河川流が長期

にわたって河道内のみを流下するならば、河道と河岸の湿地帯との横断方向の連続

性は失われる。 

 

 下流域の食物連鎖にとって必要な資源の入手可能性は、様々な形で影響を受けて

いる。貯水池は、放流によってプランクトンや藻類を運ぶ。その一方で、流木や葉のよ

うな有機物は貯水池に滞留されるために下流域で不足する。たいていの場合、下流

域の水の濁度は、貯水池よりも下流で低下するため、下流域の一次生産量は増加す

る可能性がある。貯水池の放流による栄養塩類の負荷に起因して、ダム直下流の河

道では藻類が繁殖する可能性がある。ダム下流の洪水規模が低減すると、河川の砂

州や島に新たに多様な植物が侵入し、洪水時の河川の流下能力を低下させることに

なる。 

 

 ダムから放流される土砂が激減した河川流は、放流を受ける河道の細粒土砂を侵

食するおそれがある。これによって下流の河床と河岸に洗掘が生じ、河床の洗掘は、

掃流土砂の収支が再び平衡状態になるまで続く可能性がある。また、河床が粗粒化

することにより、多くの水生種が生息またはその間隙を利用する生息域の利用可能

性が低減されるおそれがある。新たな土砂供給源がなければ、河川沿いおよび河道

内の砂礫堆は、それらが維持している生息域および種と共に、最終的に消失すること

になる。さらに、河床が低下すると、河岸区域の地下水位も低下し、河川回廊の植物

群集の構成にも影響を及ぼすことになる。 

 

縦断方向の連続性 

 河川の生息種には、様々な移動パターンがある。サケなどの遡河魚は、産卵のた

めに川を遡上し、稚魚は川を下って海に移動する。一方、ウナギなどの降河魚は、産

卵のために下流に移動し、稚魚は上流に移動する。ダムは、魚類、無脊椎動物、およ

び特定の陸生動物の移動を妨げることによって、河川回廊の縦断方向の連続性を遮

断する可能性がある。在来魚の個体群が特に影響を被り、自然の流況に依存して河

川に生息している種が、ダムの下流域で姿を消すことになる。 

 

貯水池操作 

 自然の洪水の時期や頻度、規模の変化は、陸上および水中の生息域に負の影響

を及ぼす可能性がある。物理的な生息域や生物多様性に対するこれらの影響は、十

分に理解されていない。したがって、ダムの設計や貯水池操作は、河川における多様

な自然プロセスを維持する上で特別な役割を果たしている。生態学上の理由から、フ

ラッシュ放流の放流時期は、生物相を流況に適合させるため、理想的には生物学的

な必要条件および既往の高水期の両方あるいはいずれか一方と一致させるべきであ
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る。管理放流は、これらの自然プロセス、下流の氾濫原の湿地生態系、およびそれに

依存している生活の維持に役立つことができる。河川回廊の生態系を維持するため

の貯水池の水利用は、流域および氾濫原における生産性や生物多様性を支配する、

生態学的関係によって決定される。これらの関係を理解し、モデル化することは、間

違いなく、貯水池操作のもっとも大きな課題の一つである。コラム 4 に、管理放流プロ

ジェクトの計画、設計、および実施における様々な段階について示す。 

 

 

 

 貯水池操作、放流時間の設定、および人工洪水のハイドログラフに関する決定は、

プロジェクト設計の一部とし、上述の生態学的な必要条件に基づかなければならない。

さらには、1) 複数の、あるいは選択取水施設を利用することで、放流される流量の自

然で季節的な温度体系を維持または回復することや 2) ダム下流の河床低下を加速

化する貯水池内の土砂堆砂を回避すること、3) 魚類が堰やダムを越えて双（上下

流）方向に回遊させるようにすることが重要である。 

 

コラム 4．管理放流に関するガイドライン 

 下記の 10 段階は、プロジェクト・サイクルの計画作成・設計・実施段階の戦略的取組

みにおいて策定されたものである。これらの段階が実施される順番は、特定のダム、貯水

池、または下流の氾濫原や三角州の状況に応じて異なることがある。 

 

計画作成 

第 1 段階：放流の全体的な目標を明確にする。 

第 2 段階：全体的な実行可能性を評価する。 

 

設計 

第 3 段階：十分な利害関係者の参加と専門的知識を確保する。 

第 4 段階：洪水と生態系の関係を明確にする。 

第 5 段階：管理放流の代替案を明確にする。 

第 6 段階：代替案の影響を評価する。 

第 7 段階：最善の代替案を選定する。 

 

実施 

第 8 段階：工学施設を設計し、建設する。 

第 9 段階：放流を実施する。 

第 10 段階：放流計画のモニタリング、評価、および見直しをおこなう。 

 
出典：Pamphlet on Managed Flood Releases; Reservoir operation to restore and maintain downstream wetland ecosystems and their 

dependent livelihoods, Department for International Development, Centre for Ecology and Hydrology, Wallingford, UK. 
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5．2 堤防 

 堤防は、土を主要材料として建設され、河川に沿った特定の区域内に流れを閉じ込

めるため、または海の波や潮汐に起因する洪水を防御するために利用される。堤防

は、洪水時の静水圧や侵食、パイピング破壊、浸透に対して耐えられる構造でなけれ

ばならない。さらに、水制やスタッド、護岸などの河川の保護工は、堤防の目的を達

成するために、堤防と合わせて施工される。堤防は昔から、頻発する洪水から氾濫原

の住民を守るうえで不可欠な役割を果たしてきたが、現在でも最も選択される洪水管

理オプションである。 

 

横断方向の連続性 

 堤防によって流れを押し込め、氾濫原の季節的な浸水を妨げることにより、浸水す

る氾濫原の面積は限定される。これは、河川回廊沿いの横断方向の水文学的な連

続性を遮断し、河道と氾濫原の生態系に多くの影響を与えている。さらに、河道に極

度に近接した堤防では、氾濫原の自然の不均質性を低下させ、また、支流や湿地帯

が新たに形成されるプロセスを妨げている。このような生息域の不均質性が低下する

ことで、洪水時に河道と定期的に繋がっていた多くの背水が季節的な流れを受け取

れないため、魚類個体群に劇的な影響を及ぼす可能性がある。これらの背水は、魚

類にとって不可欠な繁殖地であり餌場でもある（図 6 を参照）。 

 

 氾濫原への浸水が少ない場合、浸透損失や地下水涵養が低減し、その結果、地下

水資源およびそれに関連する生態学的・経済的便益に深刻な影響を与えることにな

る。これは、河川の流れと地下水の相互作用に影響を与え、河川生息域を劣化させ

る。氾濫原に広がる洪水流は、シルトの堆積や氾濫原と河道との間で栄養塩類や炭

素の交換を促進することにより土壌を肥沃化させ、新しい生息域を創出し、河川に生

息する種が利用できる氾濫原の隠れ場や産卵場を回復させることができる。堤防は、

土砂や栄養塩類の堆積や交換をなくすため、氾濫原の肥沃度を低下させることにな

る。 

 



 53

  
 

堤防は、完全に洪水を防御することは保証できないため、中程度レベルの防御を提

供するように設計される。防御レベルは一般に、経済的要素に基づいて決定される。

例えば、農地では 10 年確率の洪水に対して保護し、それよりも規模の大きい洪水時

には浸水を許容することが望ましいかもしれない。それによって、洪水の自然の便益

（たとえば、栄養塩と有機物に富んだ土砂の供給）を受けることができるからである。

都市部や工業地域を保護するために設計される堤防では、バイパス水路／分水路

や遊水池／調節池の両方や一方と組み合わせる等の必要がある。これらの設計を

行なう際には、堤防整備の環境への影響を十分に考慮しなければならない。 

 

堤防の空間の確保 

 新設堤防の線形を設計する際には、予測される環境への負の影響を考慮しなけれ

ばならない。特に、堤防内に池や湿地帯、三日月湖などの氾濫原の水域を含めるこ

とによって、堤防をできる限り河道から離れた位置に設置するように取り組まなけれ

ばならない。 

 

 一般的に堤防は、緩勾配の河岸と平坦な氾濫原を持つ自然の複合的な河道では

なく、急勾配で台形の単一の河道断面を有している。堤防は、浸水する可能性のある

面積を減少させ、粗度の小さい河道で流量の大部分を流下させることによって、洪水

流の移動時間を減少させ、下流における洪水ピークを増大させる。有堤部の水深と

川幅の比が大きいため、高水時には河道は本質的に不安定となることから、常に維

持管理を行う必要が生じる。 

 

 人間の開発のために集約的利用がなされていない氾濫原の一部では、堤防を撤去

または後退させることによって、水位と流速を低下させ、河道内により多くの洪水流を

流下させることを可能し、下流の洪水ピークを軽減することができる。氾濫原が、経済

活動のために広範囲に利用されているような状況では、これは実行可能なオプション

とはなりえない。そのような場合、河川と氾濫原の相互作用を部分的に回復させるた

黄河の堤防（中国）
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めの代替案は、堤防を河道からさらに離れた位置に敷設することで、氾濫原の湿地

帯や背水との横断方向の連続性や河川が蛇行できる能力を回復させることである。

これも、流速や洪水時の水位を低下させ、洪水の一時的な貯留を含めて氾濫原の自

然の機能を部分的に回復させることができる。河川回廊はきわめて複雑なシステム

であり、作り上げることはできない。したがって、土地利用計画と合わせて堤防撤去を

行うためには、包括的で統合的なアプローチが必要となる。いかなる状況においても、

洪水の規模や頻度、特性、地域の地理的環境ならびに社会経済的背景を考慮しなけ

ればならない。 

 

5．3 遊水池と溜池 

 遊水池や溜池は、自然の窪地または掘削区域で、洪水流を一時的に貯留し、下流

のピーク流量を低減するために利用されている。遊水池と溜池は類似しているが、後

者には制御できる吐出部が存在していない。遊水池は、水を一時的に貯留し、その

後、自然または人工の排水路を通じてゆっくりと放流するが、溜池に貯留される水は、

ゆっくりと地面に浸透するか、あるいは蒸発することになる。遊水池と溜池の種類と大

きさは、地形に応じて異なる。これらは洪水波の適切な段階での操作により、下流の

洪水ピークを軽減することができる。自然の窪地は、しばしば農業目的でも利用され

る。 

 

 一時的に貯留された洪水流は、池の大きさ、吐出部の排水容量、および次の洪水

波のためのスペースを維持する必要性によって、数日のうちに自然の排水路や河川

に戻される。しかし、溜池の場合、貯留された水は浸透または蒸発によってしか放流

できないため、洪水流は何日も、または数か月にわたって維持されることもある。これ

らが河川の自然の流況に及ぼす影響は、流入量の特性と操作方針によって決まる。

洪水流量が数日しか貯留されない場合、水質には大きな変化は見られない。しかし、

長期にわたって貯留される場合、水温の上昇、溶存酸素量（DO）の減少、富栄養化

など、池の場合と同様の水質の変化が生じる可能性がある。 

 

 これらの地形は、人工の湿地帯または永久的な池として機能するように整備し、水

生生物や半水生生物の生息域を創出することも可能となる。氾濫原やその近傍、特

に大都市周辺の砂利採取場を湿地帯および池として利用することは、環境上適切な

洪水管理にとって選択できる有用なオプションである。これは、野生生物の生息域を

提供するとともに、レクリエーション目的にも役立つ。これらの目標を考慮して設計・管

理すれば、洪水リスクや生物多様性に対する地域住民の意識向上のためにも重要な

役割を果たすことができる。 

 

 アジアのモンスーン地域の多くの国では、洪水流を貯留するために、適切に設計さ

れた水田を利用することができる。これにより、水田の基本的な生産機能に加えて、

外部便益をもたらすことができる。特に、これらの多面的機能には、洪水軽減や他の

形の自然の土地保全、水源の回復が含まれる 63。 
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5．4 バイパス水路と分水路 

 バイパス水路は、保護する必要がある地域の上流のある地点から河川流量を迂回

させるものである。迂回されたこれらの流量は、同一の河川に戻す（バイパス水路）か、

あるいは近傍の他の自然排水路に流す（分水路）ことができる（図 9 を参照）。バイパ

ス水路または分水路の流量は、ゲートによって調節される。バイパス水路の機能は、

主に位置、長さ、流下能力、および流入口の特性によって決まる。 

 

 バイパス水路により、迂回される地域の洪水の規模は小さくなるが、バイパス水路

を通じて洪水の流速が加速するため、より下流地点において流量が増加する可能性

がある。分水路により迂回した流量が、その流れを受け入れる排水路の流下能力を

上回る場合、受け入れ側の排水路下流域で洪水発生の可能性を高めるおそれがあ

る。バイパスシステムとともに遊水池または調節池を整備すれば、このような事態を

回避することが可能である。 
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バイパス水路および分水路が土砂収支に及ぼす影響は、流れの迂回によって掃

流砂が元の河川からバイパス水路に移動するか否かによって決まる。バイパス水路

が、河川からの掃流土砂を運ぶことなく洪水流のみを取り入れた場合、河川の迂回さ

れた区間の土砂量が増大し、河床上昇をもたらす。これは、その後の河岸植生の侵

入と相俟って、迂回された区間の河川の流下能力を低下させる可能性がある。これ

は、河川から一定の掃流砂を取り入れるようにバイパス水路を適切に設計することに

よって回避することができる。これによって、迂回された区間では、新たな流況と土砂

体系の下で新たな動的平衡状態を創出でき、その生態学的健全性を維持することが

できる。分水路でも、分水路の流れを受け入れる排水路で新たな動的平衡状態を創

出することで、バイパス水路と同様の効果が得られることになる。 

図 9. バイパス水路と分水路 
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 しかし、バイパス水路がすべての流況で流れを迂回させ、低水時の流量に影響を

与えた場合、迂回された河川区間の生息域や植生に影響を与える可能性がある。河

川本流の流量が減少すると、河岸植生が河道内に侵入し、その物理的特性を変化さ

せるおそれがある。このような流況の変化は、外来種をもたらすことも多く、在来種の

存続にとって大きな圧力となる。バイパス水路は、河川または迂回された洪水流の水

質には特に大きな影響を与えない。 

 

5．5 河道整備 

 河道整備に関するプロジェクトは、舟運のために水深を確保し、洪水時の流下能力

を、摩擦の低減、流量を 1 本の河道に限定することによって増大させ、洪水を軽減す

るために実施される。これには、河道の直線化や拡幅、掘削、法線の再設定、護岸

（覆工）等がある。河床に滞留した流木は、局所的な背水を創出し、堆積、砂州の形

成、およびそれに続く植生の生育をもたらす。このような流木の除去は、流量と堆積

のパターンに大きな変化をもたらしており、河道整備工法の一つとして採用されてい

る。 

 

 河道整備は、河道を直線に一様化させ、河道を支流から分離させることによって、

河道の形状および氾濫原の環境を単調化する。河道整備される河川は、直線化に伴

い勾配が大きくなるだけでなく、粗度が低減し流速が増加されるため、洗掘量が増大

する。河道整備の全体的な効果は、特定の地域の洪水を軽減するが、それよりも下

流に位置する区間に洪水の影響を深刻にさせることである。 

 

 河道整備は環境に負の影響をもたらす。洪水時の流下能力を確保させる河道整備

がもたらす便益は、多くの場合、流速の増加や生息域の多様性の低減によって生じ

る生態学的損失によって相殺される。また、河道整備は、特定の水生生物の生活サ

イクルにおける様々な時期に必要とされる砂州や瀬と淵を消失させる。河道内の改

修では、横断形状の単調化や護岸工によって、堆積土砂の中や表面に生息する生

物の生息域が減少する。捨石やコンクリートの利用によって河岸を硬化させることは、

高水時に洗掘を増大させる可能性がある。このような負の影響を部分的に軽減する

ためには、ソフトな護岸工法や土壌生物工法、ポーラス性護岸、植生護岸などを利用

することが重要である。コンクリートを使用しない護岸（篭、沈床、ジオテキスタイルの

利用など）は、河川生態系の機能を部分的に保全することができる。 
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5．6 非構造物対策 

 構造物対策では、洪水リスクを完全に除去することはできない。それにもかかわら

ず、その物理的存在感から、安全に対する誤った認識をもたらし、保護される地域の

不適切な土地利用につながる可能性もある。非構造物対策は、残存リスクがもたら

す壊滅的な影響だけでなく、環境影響を低減する上でも重要な役割を果たしている。

非構造物対策の包括的な検討は本書の範囲外であるため、本節では、環境への負

の影響の低減に関わる非構造物対策、およびそれらがどのように環境の保護に役立

つかについて議論する。 

 

洪水予警報 

 すべての非構造物対策のうち、洪水予警報は、20 世紀後半以降、最も広く受け入

れられ、利用されてきた。これは、ほぼすべての他の構造物や非構造物対策を補完

することができる。洪水予測には、損害または人命の損失を引き起こす可能性のある

洪水が発生する時期や規模（通常、特定地点の最高水位）、継続時間の評価が含ま

れている。洪水予測は、関係機関が予防および緊急対策を講じることができるように、

一定のリードタイムを持って策定、発令される。洪水管理者は、ダム操作、様々な洪

水管理施設のゲートの開閉、貯水能力を高めるための事前放流等によって適切に対

応することができる。洪水予警報システムの有効性は、予測の精度、適時性、対応行

動や準備といった予測の到達状況によって決まる。貯水池、遊水池、バイパス水路な

どの流入量の予測は、洪水ピークの軽減において重要な役割を果たしている。様々

な洪水シナリオに対応する貯水池操作指針を作成し、予測に基づいて管理放流をお

こなうことが重要である。 

 

土地利用規制 

 流域管理は、水文学的プロセスに影響を及ぼす活動によって構成され、土壌保全

型の適切な植生や作物の導入、可能な土地利用規制、植林、適切な森林管理、焼畑

農業の規制等が含まれる。これらは、治山ダムやトレンチ、等高線に沿った土留等の

いたち川の回復した河道（日本）
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小規模構造物と合わせて実施される。しかしながら、流域管理対策の効果は小規模

な洪水に限定され、大規模な流域に対する効果は少ない。流域管理がもたらす最も

重要な貢献は、自然河川の河床上昇の原因となるシルトの負荷を低減することであ

る。 

 

 土地利用規制は、流域管理および洪水に起因するリスクの軽減において重要な役

割を果たしている。土地利用の変更は、特に都市化の結果、小規模な流域における

洪水の規模や時期に大きな影響を与える。これは、浸透の低減によって洪水ピークを

増大させ、洪水波到達時間を縮小し、洪水継続時間を短縮する。法令整備に基づく

土地利用規制は、流域の水文学的なレスポンスの特性を維持する形で、都市化によ

る負の影響の防止や開発の制限を促進することができる。 

 

 氾濫原は、河川回廊の不可欠な部分として、さまざまな経済活動の可能性を提供

する。洪水による負の影響は、洪水リスクの高い地域における新規開発を規制、場

合によっては禁止することにより軽減することができる 64。これらは、土地利用規則や

区画規制、建築基準、開発政策、税金調整による費用分担などの形をとることができ

る。有害化学物質の生産や貯蔵をおこなう産業、下水処理施設などの立地は、有害

物質が洪水によって拡散する可能性があるため、規制の対象としなければならない。

浸水想定区域図は、土地利用規制にとって不可欠な前提条件を形成する。 

 

 環境に配慮し、かつ統制のとれた方法による氾濫原の管理は、特に統制を強化し

なければならない場合、法的枠組みを必要とする。人口密度が高く、ほとんどの住民

が土地を持っていないような氾濫原では、同様の解決策は必ず反対されることになる。

このような状況では、政府は住民による不法占拠の防止に苦慮することもある。この

場合、生態学的・経済的な必要性の両方に対応する事前予防的な法体制が有用で

ある。もう一つの非構造物対策である洪水保険は、かなりの程度で、氾濫原の地域

区分計画により補完される。 

 

耐水化 

 現在の開発がかなりの範囲に及ぶ場合には、耐水化のような代替戦略を検討する

ことができる。耐水化は、長期的な非構造物対策、小規模な構造物対策、および緊急

対策の組合せであり、洪水被害の低減だけでなく、汚染物拡散のような環境への負

の影響の防止においても重要な役割を果たす。耐水化には、洪水期が始まる前に実

施される、主要排水路および二次排水路や、詰まった横断排水施設の清掃のような

応急的な排水施設の準備が含まれる。耐水化対策には、とりわけ、高台や小規模な

堤防を築くことによって、財貨、設備、ならびに有害な工業化学薬品、農薬、および家

庭用化学薬品を、洪水区域の外部すなわち洪水流と接触しない場所に移動させる対

策がある。既存の飲料水供給施設は汚染される可能性がある。また、氾濫原に位置

する下水処理場は、公害および病気や汚染の拡散の原因となり、住民の健康に影響

を及ぼす可能性がある。このような社会基盤施設を保護するための対策を講じなけ

ればならない。 

緊急時の準備、対応、および復旧 

 洪水被害の軽減におけるもっとも重要な要素は、緊急時の準備および対応である。
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洪水リスクがあるコミュニティは、コミュニティが果たすべき役割を理解した上で、緊急

時に適切な対応がとれるように、リスクに関する意識の向上と維持に努めなければな

らない。これは、被災地からの計画的な避難を実施し、洪水氾濫区域の保健衛生状

態を維持するためにもきわめて重要である。避難経路や特定の緊急避難所、その他

の行動に関する情報は、すべての関係者が事前に入手できるようにしなければなら

ない。洪水被害を受けやすい住民には、洪水シーズンには有害化学物質を貯蔵しな

いように説得し、洪水流の汚染の可能性について説明し、負の影響を回避する方法

を助言しなければならない。影響を受けやすい地域から洪水を迂回させるなど、洪水

時に被害を防止するために実施される活動は、一般に水防活動として知られている。

これらの緊急対策は、洪水調節・防御構造物およびその他の対策が洪水の影響を回

避できない、あるいは十分に回避できない場合、社会や環境への洪水の影響を軽減

するために有効となる。 

 

 洪水後の清掃作業は緊急に実施されるため、ごみや残骸の投棄については軽視さ

れる可能性がある。事前に計画されていない場合、ごみは最終的に排水路、池、湿

地帯、または河川に到達し、自然の生態系に影響を及ぼす可能性がある。飲料水の

供給施設や管井、下水道、保健施設の復旧を優先しなければならない。洪水時の化

学物質の拡散が陸上生態系に壊滅的な影響をもたらす可能性もあるため、できるだ

け早期の清掃が必要である。これらの清掃作業は、長期にわたる負の影響を回避す

るために、復旧後の段階において特別の注意を払う必要がある。 

 

洪水との共生 

 アジアの多くの地域での古くからの慣習である「洪水との共生」とは、洪水を完全に

なくすことは不可能であるが、洪水リスクを理解し、そのようなリスクをもたらすプロセ

スを全体的なアプローチで変えていくための取組みを通じ、また、洪水にさらされる地

域への定住を最小限に抑えることによって、洪水がもたらす負の影響を軽減すること

ができるという認識に基づくものである。この戦略は、土地利用計画、洪水予警報、

緊急計画のような非構造物対策とともに、環境への負の影響を低水準に抑えるため

に有用である。「洪水との共生」という概念は、洪水との戦いよりもむしろ、生態系保

全の最も有効な方法である。 

 

5．7 まとめ 

 構造物対策による洪水管理が環境に及ぼす負の影響を軽減し、河川生態系の健

全性を維持するために、下記の問題に取り組む必要がある。 

 

• 洪水管理対策の多くは、水文、地形、および環境に間接的な影響を及ぼし、社会

経済発展に重大な影響をもたらす可能性がある。 

 

• 土地利用規制、洪水予警報、災害防止・準備・対応メカニズムのような非構造物

対策は、環境への影響が限定的であり、実行可能な単独または補足的な対策と

して積極的に検討されるべきである。 

 

• ダムは、主に水力発電、灌漑、飲料水の供給のような様々な経済活動の水需要
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を満たすために整備されている。通常、ダムの洪水管理機能は、一般に二次的

なものである。 

 

• 様々な用途のための水配分とともに、「環境流量」を維持する必要性についても

取り組まなければならない。既設または計画中のダムの設計や運用は、環境へ

の影響を最小限に抑えるように適切に調整しなければならない。 

 

• 河川回廊の生態学的な健全性は、水質または総流量の割合だけでなく、年間を

通じて流量が変化することとその変化の時期によって決まる。 

 

• 管理放流をともなう貯水池操作は、原生に近い状態の生態系を維持するのに役

立つ。同様に、環境に配慮したバイパス水路や遊水池／調節池の操作も、河川

生態系の生態学的な健全性を維持するのに役立つ。 

 

• 堤防を設計する際には、堤防間の空間を適切に広げ、経済的影響および環境へ

の影響を正確に評価し、その均衡を図ることによって、横断方向の連続性の分断

がもたらす影響を最小限に抑えなければならない。実行可能であれば、包括的な

調査に基づいて、堤防の撤去や堤防設置箇所のセットバックが実施されるべきで

ある。 

 

• 洪水軽減の代替案としては、河道整備はできる限り回避されなければならない。

しかし、採用する場合には、洪水管理目標を達成すると同時に、環境への影響を

軽減できるように、土壌生物工学やソフト護岸工法の利用を検討しなければなら

ない。 

 



 61

表 3. 構造物対策が様々な河川回廊のプロセスに及ぼす影響と可能な軽減対策 

  環 境 影 響  可 能 な軽 減 対 策  

流 況  

 流量の季節変動を低減する。すなわ
ち、低水量が増加し、高水量が減少す
る。 

 1 時間および 1 日の時間スケールで流
量変動が増加する。 

 洪水の頻度と時期が変化する（影響
は、貯水容量およびダムの設計と運用
によって左右される）。 

土砂／ 
河道の構造 

 ウォッシュロードを除くすべての土砂が
貯水池内で捕捉される。 

 下流の土砂の減少によって、ダムの直
下流区間で河床低下と河岸浸食が加速
化する可能性がある。 

 ダム下流の河床材料の構成および河道
のパターンが変化する可能性がある（た
とえば、網状河川から単一の河川）。 

 河岸植生の侵入によって河道の流下能
力が低減する。 

 海岸侵食をもたらすおそれがある。 

水 質  

 貯水池の底部から常に低温の水が放
流されるため、下流の河川水の温度変
動が低減する。 

 貯水池が栄養塩類を取り入れて捕捉す
るため、富栄養化が加速化するおそれ
がある。 

 急激に落下する洪水吐からの放流は、
水中の窒素ガスの溶解に起因する魚類
の気泡病をもたらす可能性がある。 

 水の濁度が低減し、一次生産量が増加
する可能性がある。 

 貯水池がプランクトンを下流に運び、食
料資源の入手可能性を変化させる（水
質への最大の影響は、貯水池の滞留時
間によって左右される）。 

ダ 

ム 

と 

貯 

水 

池 

生 息 域 ／ 

生 物 多 様 性

／天 然 資 源  

 貯水池において河川の生息種が湖沼
の生息種に置き換えられる。 

 自然の流況に依存する河川の在来種
がダムの下流で消滅する。 

 温度状況の変化によって、無脊椎動物
など多くの種が影響を被る。 

 発電用ダムの場合、短期的な流量変動
（排水）によって生物が打ち上げられる。

 シルトや有機物の多くが貯水池に保持
されるため、氾濫原が肥沃化されない。
これは、河川、河口、および沿岸の生態
系にも影響を与える。 

 洪水が軽減または除去されるため、氾
濫原の構造と機能が変化する。このこと
によって一部の河岸の樹木や動物が移
動する。 

 貯水池操作による管理放流によ
って、流量の季節変動を引き起
こす。 

 ダムの下流区間に放流される水
の自然で季節的な温度状況およ
び水質を維持するために、複数
及び選択式の両方あるいはいず
れか一方の取水施設を利用す
る。 

 魚類がせきやダムを越えて双方
向に回遊することを可能にする。

 適切な土砂バイパス設備を利用
する。 

 大規模な流木を迂回させる。 
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表 3. 構造物対策が様々な河川回廊のプロセスに及ぼす影響と可能な軽減対策（その２） 

  環 境 影 響  可 能 な軽 減 対 策  

ダ
ム
と
貯
水
池 

生 息 域 ／ 

生 物 多 様 性

／天 然 資 源  

（つづき） 

 ダムは河川の縦断方向の連続性を遮
断し、河道沿いの魚類や無脊椎動物の
移動、および河川回廊沿いの一部の陸
生動物の移動を妨げる。 

 ダムの運用によって（低水・高水双方
の）異常流量及び極端な環境条件（たと
えば、高濁度）の両方あるいはいずれ
か一方が低減するため、外来種が地域
に適合した在来種を駆逐する可能性が
ある。 

 

流 況  

 池の設計目的が、もっぱら下流の洪水
ピークを軽減するために洪水流を貯留
することであるなら、自然の流況への影
響は少ない。 

 ピーク洪水流量を一時的に軽減する。 

土 砂 ／ 
河 道 の構 造  

 

水 質  

 水が低水期に貯留されるか、または永
久に湿潤する池に貯留される場合、温
度の上昇、溶存酸素量の減少、富栄養
化などが生じる。 

 池がもっぱら洪水時に利用される場合、
河川の水質への影響は少ない。 

遊
水
池
／
溜
池 

生 息 域 ／ 

生 物 多 様 性

／天 然 資 源  

 池は、人工湿地帯として機能することに
よって、多くの水生種（植物、魚類、無脊
椎動物など）の生息域の創出を促進す
ることができる。 

 池がもっぱら洪水時に利用される場合、
河川の生物多様性への影響は少ない。

 軽減対策が洪水管理目標を満
足させる場合、人工の湿地帯ま
たは永久的な池は、多くの水生・
陸生種の新たな生息域の創出を
促進することができる。 

 遊水池は、本流の流況と土砂
の状況に影響を与えないように
設計しなければならない。 

流 況  

 バイパス水路がもっぱら洪水時に迂回
のために利用される場合、影響は少な
い。 

 水が迂回されて流量がバイパス水路に
常に流入する場合、迂回された区間の
流量、水位、および流速が低減する。 

 水がバイパス水路を急激に通過し、到
達時間を加速化するため、下流の洪水
を増加させる。 

土 砂 ／河 道
の構 造  

 バイパス水路が洪水流のみを取り入れ
て、一定の掃流土砂を運ばない場合、
迂回された区間に河床上昇が生じる可
能性がある。 

水 質   元の河道の水質への影響は少ない。 

バ
イ
パ
ス
水

路

／
分

水

路 

生 息 域 ／ 

生 物 多 様 性

／天 然 資 源  

 本流の生物多様性への影響は少ない。

 流況および土砂の状況の変化
の基で新たな動的平衡を得るた
めに、設計または操作によって
流量を管理する。 

 流量の変化が下流の洪水を大
幅に増大させる場合、バイパス
水路は、その下流に位置する遊
水地とともに計画することができ
る。 
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表 3. 構造物対策が様々な河川回廊のプロセスに及ぼす影響と可能な軽減対策（その３） 

  環 境 影 響  可 能 な軽 減 対 策  

流 況  
 越流時に水位と流速が上昇する。 

 下流の洪水ピークが増大する。 

土 砂 ／河 道
の構 造  

 河川と氾濫原の連続性が消失する。 

 瀬と淵の形態およびそのほかの河道形
状の不均質性が消失する。 

 侵食の可能性が増大する（局所的な洗
掘および全体的な河床低下）。 

 有堤部で侵食された土砂が下流で堆積
する可能性がある。 

水 質   氾濫原との間で栄養塩類と炭素の交換
が行われなくなる。 

堤 

防 

生 息 域 ／ 

生 物 多 様 性

／天 然 資 源  

 河川の生息種の氾濫原の隠れ場や産
卵場が消失する。 

 氾濫原の森林（木材、果実、薬剤）が消
失する。 

 頻繁に氾濫を必要とする全ての氾濫原
の構造、プロセス、および種が影響を受
ける。 

 氾濫原にシルトが堆積しなくなる。 

 氾濫原に生息域が創出されなくなる。 

 堤防は、ダムや遊水池などのほ
かの構造物対策および非構造
物対策とともに計画しなければ
ならない。 

 河川の横断方向の地形的移動
を妨げないよう堤防を配置しな
ければならない。 

 堤防の設計においては、経済・
環境基準に基づいて均衡の取
れた保護基準を設けることによ
って、横断方向の連続性の遮断
を最小化しなければならない。 

 土地利用条件に基づいて、堤防
を河道からさらに後退させる。 

 氾濫原に人間の開発が及んで
いない場合、河川と氾濫原を分
離している堤防の撤去は、土地
利用計画と組み合わせて実施す
る。 

流 況  

 河道勾配の増大、流速の加速化、水位
低下、滞留時間の減少をもたらし、下流
の洪水を増大させる（到達時間の短縮
とピーク減衰の低下）。 

土 砂 ／ 
河 道 の構 造  

 河岸および河床の浸食（洗掘と河床低
下）をもたらす。 

 下流に堆砂の問題を生じさせる。 

 河道形状の不均質性が完全に消失す
る。 

水 質  

 河道の栄養塩類と汚染物質の同化容
量を低減させる。 

 小規模な（幅の狭い）河川では温度が
上昇する。 

 細粒土砂量が増加する。 

河

道

整

備 

生 息 域 ／ 

生 物 多 様 性

／天 然 資 源  

 河川生息域の多様性、背水、および隠
れ場の消失、河川の在来種の消失をも
たらす。 

 河道内および河岸植生の消失をもたら
す。 

 有機物の投入の消失をもたらす。 

 氾濫原の水位を低下させ、河岸植生お
よび氾濫原の湿地帯に影響を与える。 

 自然の透水性材料、たとえば、
コンクリート護岸の代わりにソフ
トな護岸工法を採用する。 

 できる限り粗い流木を維持また
は再導入する。 
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6．意思決定プロセスにおける環境配慮 

 統合洪水管理（IFM）の目的は、持続可能な方法で、氾濫原のもたらす便益を最大

化しつつ、洪水リスクを低減し、洪水による人命の損失を最小化することである。洪水

防御から洪水管理への根本的な思考方法の変更の必要性は、IFM の概念の背景に

あり、いわば触媒である。これは、河川流域における土地資源管理と水資源管理を

統合する。統合洪水管理では、洪水管理目標に関して妥協することなく環境への負

の影響を i）回避、ii）低減、iii）緩和するという三つのアプローチを採用する。自然の生

産性、生態系の健全性、および生態系が提供するサービスを制約するような、洪水

管理対策による負の影響を最小化し、洪水軽減プロセスを合理的に現実的な水準に

定めることが望ましい。本章では、政策策定、流域計画策定、プロジェクトの設計・実

施・運用など、様々な段階の意思決定プロセスに環境配慮を組み込むための枠組み

を示す。 

 

6．1 意思決定プロセス 

 洪水軽減がもたらす便益は基本的に公益であるため、洪水管理は公共政策の枠組

みを通じて実施しなければならない。洪水管理案の多次元的性質は、公共政策から

流域計画策定を経てプロジェクトの実施に至るまで、意思決定プロセスの包括的な参

加型アプローチを必要とする。洪水管理の意思決定プロセスには様々な制約があり、

それらは大まかに、物理的、財政的、社会的、政治的、法的、および環境的制約に分

類することができる。物理的・財政的問題は、多くの場合、社会・環境問題に殆どある

いは全く注意を払うことなく、経済分析を通じて取り組まれてきた。これらの問題は、

あらゆる政策立案において、リスクの認識または開発と環境保全の間での折り合い

のつけ方（トレードオフ）において、社会的価値と関係している。主観的要因の役割を

最小化するためには、意思決定プロセスにおいて環境に配慮した枠組みを確立する

必要がある（図 10）。 

 

 洪水管理とは直接関係のない公共政策の多く（たとえば土地政策）も、洪水リスクに

影響を及ぼすため、洪水管理政策の策定プロセスへの重要な情報となる。これらの

関連する公共政策は、戦略的かつ協力的な計画立案の枠組みを通じて、統合洪水

管理政策の策定において考慮されなければならない。このような枠組みには、政府

機関内外の利害関係者の参加が不可欠である。 

 

 流域特性は、人間活動や土地政策の影響によって常に変化する。これは、洪水の

規模を変化させる可能性がある。上流域における都市化は、下流の流出量を増加さ

せ、特に小規模な流域では洪水リスクが増大する。洪水リスクやそれに対する社会

的認識に加えて、これらの要因によって特定の流域における洪水管理目標が決定さ

れる。統合水資源管理計画は、流域の洪水管理計画を策定するための基本的枠組

みを提供する。貧困削減および持続可能な開発の両方あるいはいずれか一方の開

発目標を達成するために、社会がどれほどのリスクを負う準備ができているかによっ

て、様々な代替案が導かれる。所与の状況における洪水の正負の影響に基づいて 65、

氾濫原における生活またはその利用に伴うリスクを解析することが重要である。洪水

管理機関の主導によって、すべての関係機関がこのプロセスに参加し、洪水管理機

関／部局の枠を超えて洪水管理を検討すべきである 66。戦略段階（洪水管理政策や
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計画段階）における環境影響評価は、モニタリングとともに計画立案の枠組みに組み

込む必要がある。所定の流域の洪水管理目標の達成度合いによる流域計画の有効

性のフィードバックが重要である。 
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 洪水管理の施策の選択肢は、流域計画に基づいて作成され、様々な経済分析ツー

ルを用いた参加型プロセスを通じて評価されるべきである。このような経済分析は、

生態系サービスの評価を組み込まなければならない。環境への負の影響を最小限に

抑える方法と手段を特定するために、代替案や設計案、運用原則に対する環境影響

評価を実施しなければならない。既存の生態系の健全性に関する基本調査を実施し、

定期的な評価と軌道修正をおこない、順応的管理のアプローチを採用するためには、

モニタリングメカニズムを導入する必要がある。 

 

 このような意思決定プロセスに環境配慮を組み込むには、下記の要素を有する全

体的な枠組みの構築が必要である。 

図 10. 環境に配慮した洪水管理の意思決定の枠組み
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● 科学的理解と解析 

● 環境評価 

● 環境に配慮した経済分析 

● 利害関係者の参加 

● 順応的管理のアプローチ 

● モニタリング 

● 実施を可能にするメカニズム 

 

6．2 科学的理解と解析 

 統合洪水管理には、様々な利害関係者が参加する洪水管理の学際的アプローチ

が必要である。これは、特に認識を共有し共通の目標を捜し出すために、異なる理論

的背景による立場からの様々な学問分野の専門家間の対話を促進する。これらの専

門家には、行政、農業、社会学、生態学、水文／水理学、形態学、河川工学など、多

くの分野の実務者や研究者が含まれる。このような学際的アプローチは、利用可能な

情報、議論のための共通の言語、および透明な意思決定プロセスに基づかなければ

ならない。 

 

 河川およびその氾濫原の形態学と生態学の基本的概念、およびそれらが流況によ

ってどのようになるのかに関する科学的知識は、河川流域の生態系プロセスおよび

洪水管理対策が生態系に及ぼす影響の理解にとって不可欠である。このような科学

的概念を十分に理解してはじめて、環境に配慮した新規プロジェクトの設計・実施・運

用、およびより適切な運用と対応によって既設構造物の負の影響の緩和が可能にな

る。 

 

 生態学者や水文学者、河川・水資源工学者が協力し、水循環と人間活動、地表の

特性、生態系との相互関係に関する徹底的な調査を実施することが急務である。生

態水文学／生態水理学は、水や流域の利用を管理するための多基準評価の取り組

みの中で、生態系の保全や回復を含めるための実際的な手法を発展させるために、

生態系の構造的・機能的特性を解析するものである。洪水管理の特定のニーズに適

用されるこの分野の研究活動や技術は、容易に理解できる言語に置き換えることで、

他の分野間と認識を共有する必要がある。洪水対策に関連する機関は、洪水災害お

よび緩和対策が環境に及ぼす影響との関連で、流域の人為的および自然による変

化をより適切に理解するよう努めなければならない。 

 

6．3 環境評価 

 環境評価は、多様で重大な環境影響を及ぼす可能性がある意思決定において必

要とされ、重点的な調査を実施するためのツールである 67。環境評価は、意思決定の

様々な段階で適用される。環境影響評価（Environmental Impact Assessment: EIA）は

プロジェクトの設計・実施段階で適用されるのに対し、戦略的環境評価（SEA）は政

策・計画（戦略）段階で適用される。 

 

戦略段階（政策・計画段階）における環境評価 

 意思決定において環境の問題が考慮されるためには、戦略段階から着手すること
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が重要である 68。戦略的環境評価（Strategic Environmental Assessment: SEA）は、戦

略段階において開発計画、意思決定、および実施のプロセスに影響を与えるために、

環境および社会問題を当初から考慮する参加型アプローチとされる 69。コラム 5 に

SEA のプロセスを示す。 

 

 SEA の枠組みにおいて開発計画をどの程度詳細に評価すべきであるかは、計画目

標によって決まる。計画の範囲があまりに広範囲に及ぶため環境影響を評価できな

い場合には、予測可能な因果関係のシナリオに関する一般的で定性的な記述で十

分である。たいていの場合、戦略段階においては専門家の判断に基づく定性的情報

だけで十分であると考えられる。環境への負の影響がすでに閾（いき）値に達してい

る、あるいは累積的影響が予測される場合には、定量的な評価が必要になる可能性

がある。このような評価は、実施された解析の種類、解析に利用されたデータ、およ

び採用された仮説の詳細を含めて、明確な証拠とともに文書化しなければならない。 

 

 効果的な SEA のためには、環境担当機関と開発担当機関、および情報に通じた住

民代表の間の対話を促進することが重要である。わかりやすいデータによる情報の

交換と利用は、様々な利害関係者や専門家の間の情報伝達を促進し、緊密な協力

関係を確立する上で不可欠な役割を果たすとともに、意思決定プロセスの透明性の

確保に役立つ。 

 

 しかし、戦略的環境評価には、国と地域、政策と計画、開発途上国と先進国など

様々なレベルにおける適用範囲、包括性、期間、および状況の相違から、いかなる場

合にも適応可能な手法は存在しない。SEA の実施においては政治的意思も重要であ

る 70。社会政治的な圧力によって、SEA に消極的な開発機関に対して実施を促すこと

もできる。また、法的な要請は、長期戦略として SEA を実施する政治的意思を形成す

る上で有効となる可能性がある。例えば、SEA には、EIA や他の法律の下で実施され

るものも（たとえば、オランダ 71）、あるいは別々に管理されるが EIA と同様の手続きで

実施されるもの（たとえば、カナダ 72、デンマーク 73）もあれば、それほど正式ではない

が類似の政策・計画評価プロセスを通じて実施されるもの（たとえば、英国 74）もある。 

 

プロジェクトの設計・実施段階における環境評価 

 環境影響評価は、意思決定に先立ってプロジェクト案が環境および社会にもたらす

影響を特定するために利用される。その目的は、プロジェクトの計画と設計の初期段

階で環境影響を予測し、負の影響を低減できる方法と手段を見いだし、プロジェクトを

地域の環境に適合するように方向付けるとともに、意思決定者に対し予測と代替案を

提示することである。EIA の主要な要素は、関係当事者の問題や懸念事項の特定（ス

コーピング）、これらの問題の重要性を評価して EIA の必要性を判断すること（スクリ

ーニング）、実行可能な代替案の特定、不確実性に対処する緩和対策の追求、プロ

ジェクトの潜在的な負の影響を防止または最小化するために提案された対策の再検

討、および環境影響評価書を発行して EIA の結果を報告することである 75。 

 

 環境影響評価書には、通常、提案された活動の説明、妥当な代替案（およびなにも

しない場合の影響）の検討、ならびに提案された活動およびその代替案によって大き
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な影響を受ける可能性のある環境の説明が必要とされる。さらに、潜在的な環境影

響をその重大性の観点から説明・評価し、環境への負の影響を低減するための緩和

対策を提案するとともに、評価において利用された基本的な仮説、方法論、およびデ

ータを明確にしなければならない。 

 

 環境影響評価は、多くの国で法律によって義務付けられている。プロジェクト案の規

模および地理的設定は、その環境上の重要性を決定する上で重要である。また、プ

ロジェクトが国境を越えて重大な環境影響をもたらす可能性がある場合、当該国に通

知し、協議することも重要である。 

 

 住民との協議や住民参加は、EIA や SEA を実施するための鍵となる。意思決定の

権限は政府によって維持されるが、住民は、スコーピングやプロジェクトの設計、緩和

対策、モニタリング・管理計画、および代替案の解析の中で考慮されるべき問題を提

起することによって、住民との対話やフィードバックを引出すことになり、意思決定プロ

セスに影響を与えることが可能となる。 
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6．4 環境に配慮した経済分析 

 費用便益分析（CBA）および多基準分析（MCA）は、一連の代替案をその経済的側

面に関して解析しなければならない場合に意思決定を支援する方法論である 76。費

用便益分析は、費用と便益を貨幣価値で比較することによって、様々な代替案の評

価を可能にする上で有用である。現在、多くの生態系サービスの経済的価値の評価

コラム 5．戦略的環境評価（SEA）のプロセス 

 戦略的環境評価には、スクリーニング、スコーピング、影響の特定・予測・評価、緩

和、およびモニタリングといった様々な段階がある。これらについて簡単に説明する。 

 

スクリーニング：この活動は、特定の政策や計画について SEA を実施すべきか否か

を決定するために実施される。計画案が環境影響をもたらす場合、次の段階に進

む。 

 

スコーピング：SEA を実施すべきだという決定に関して、SEA によってどのような影響

を評価すべきか、すなわち SEA の作業範囲（「付託事項」）を明確にする。一般的に、

SEA の作業範囲は、専門家の全体的な見地からの判断によって決定され、制度によ

っては、住民もこのスコーピングに招かれる。 

 

影響の特定・予測・評価：SEA における影響の予測と評価のプロセスでは、プロジェク

ト段階の EIA で利用されるものと同様の手段と手順の一部を利用することができる。

EIA 作業と同様に、専門家の判断が主要な役割を果たすことが多い。しかし、EIA 作

業とは対照的に、SEA では間接的（または副次的）な環境影響を追跡する必要性

が、より重要な役割を果たすことが予想できる。これは、SEA の対象となる多くの政

策や計画の策定が、経済的・社会的影響の変化や間接的（場合によっては偶発的）

な環境影響をもたらすためである。このような経済、社会、および環境への影響の相

互関係は、「統合的評価」において重要な役割を果たす。 

 

緩和：緩和対策の目的は、政策の認可や計画の実施のような活動による負の影響を

回避、低減、または相殺することである。 

 

モニタリング：政策がもたらす影響をモニタリングするための計画がしばしば提言され

るのは、そのようなモニタリングによって、管轄官庁は想定外の結果に対する警戒態

勢を取り、緩和対策によってそれらを抑制できるからである。また、予測された結果

と、モニタリングによって観測された結果を比較することによって、専門家は将来の影

響を予測する能力を向上させることができる。 

 
出典：World Bank, 2005. Integrating Environmental Considerations in Policy Formulation: Lessons 

from Policy-Based SEA Experience, Environmental Department, World Bank, Washington, DC. 
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が可能であり、環境への負の影響によって消失する生態系サービスの費用も、特定

の代替案の CBA の要素として含めることができる。現在、様々な評価方法を利用す

ることができ、その方法選択は、直接価値または間接価値のどちらを考慮するかによ

って決まる 77。しかし、環境的・社会的側面の経済的価値が評価に適さないか、また

は評価が困難な場合、CBA では、プロジェクトの真の費用と便益、特に生態系サービ

スの損失に伴う費用が隠れてしまう可能性がある。 

 

 多基準分析は、CBA の補完的な手法と考えられる。一連の基準または目標に照ら

して、各開発案の期待性能を判断する。これらの手法は、多くの利害関係者による好

み、不確実さのような、複雑な状況を取り扱うことができる。このことは、問題に対して

相反する目標が示され、それらの目標が貨幣価値で容易に示せない時、特に適用さ

れる。このように、多基準モデルにおいて認識された社会的重要性に基づいて、様々

な目標と基準の重み付けがおこなわれる。これらの重みは、MCA 手法において重要

な役割を果たすため、透明性のある方法によって選択し、最終結果にどのように影響

したかを明示しなければならない。加重平均は、各代替案の性能の全体的指標をも

たらすことができる。多基準分析は、代替案の順位付け、その後の（例えば、CBA に

よる）詳細な評価のために代替案の最終選考リストを絞り込むこと、あるいは単純に、

受入れ可能な代替案と不可能な代替案との分別において有用である。代替案の一つ

がすべての基準に関して有力と見なされる場合、意思決定は容易である。しかし、ほ

とんどの場合、いくつかの代替案は、一つの基準では他より良い評価であるが、ほか

の基準では悪い評価となるようなケースがほとんどである。MCA は、このような状況

において明らかに有用である。 

 

 この状況では、トレードオフが中心的な問題となる。このようなケースに対処するた

めには重み付けまたは順位付けが必要となり、その場合、分析の様々な段階におい

て利害関係者の適切な参加が要求される。重み付けには二つの方法がある。一つは、

（様々な研究分野の）数名の専門家に対し、技術的判断に基づく重み付けの提案を

依頼することである。しかし、専門家による重み付けは、関係住民による重み付けと

比較して、主観的バイアスから自由であると見なすことはできない。もう一つは、地域

団体や NGO など様々な利害関係者が参加型プロセスを通じて重み付けに関与する

ことである。有意義な利害関係者の参加のためには、経済分析において、生態系の

変化に起因する費用と便益を含めて、様々な代替案の費用と便益がどのように分配

されるのか、すなわち、誰が便益を受けて誰が費用を負担するのかを示さなければ

ならない。 

 

 MCA には、いくつかの不十分な点がある 78 にもかかわらず、意思決定のための分

析に基づいた基礎情報を提供するため、意思決定者によっておこなわれることが多

い非公式または直観的な判断よりも適切である。この手法は透明性があり、体系的

で明確な知識要素に基づいたものである。多基準分析は、利害関係者が各選択オプ

ションの性質を検討し、重要な要素を特定し、自ら好ましいと思うものを発見し、重要

な代替案の選定プロセスを単純化するための枠組みを提供する。経済的評価には社

会的価値が含まれるため、プロジェクトの影響を受ける住民と緊密に協議して

CBA/MCA を実施するのが適切である。 
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6．5 利害関係者の参加 

 本格的な利害関係者の参加 79 は、意思決定プロセスの中核をなす。利害関係者の

参加の主要な目的は、利害関係者が計画とプロジェクトの特定、策定、開発、論理的

な妥当性の確認、および実施について認識し、その影響のモニタリングと評価に参加

するという、IFM の原則を確実に実施することである。洪水管理の統合的アプローチ

は、水資源、土地利用、環境、および洪水の管理戦略の統合を必要とするため、意

思決定の様々な段階において、異なる部門の計画策定プロセスの間で調整をおこな

うことが不可欠である。 

 

 意思決定の様々な段階における利害関係者の参加は、既存の法および政策体制

に応じて大きく異なる。意思決定が政府職員に完全に委ねられている場合もあれば、

意思決定は基本的には政府の権限の下にあるが、地域社会が介入する余地がある

場合もあり、さらには、意思決定が地域社会の積極的な参加のみによって有効に実

施できる場合もある。 

 

 一般的に、流域の政策レベルの問題では、住民参加に対する関心は低い。流域レ

ベルの洪水問題は抽象的だと見なすためである。また、これらの協議には時間がか

かり、長期にわたる参加が必要となるため、差し迫った問題とは見なされない可能性

もある。住民の関心は、プロジェクトの設計・実施段階と比較して戦略段階では低い

傾向があるが、意思決定プロセスに住民が参加することは重要である。したがって、

政策・流域計画策定段階では、一般住民ではなく、利害関係者の代表、地域機関、

地域団体、NGO 等の参加が必要とされる。このような参加は、政策と計画の条件、レ

ベル、および特性によって決まる。これに関して有用な手段はロール・プレイングであ

る。 

 

 他方、プロジェクトが地域住民に直接影響を及ぼすプロジェクトの設計または実施

段階では、意思決定プロセスへの参加に対する地域住民の関心は高まる。意思決定

プロセスをより透明で正当なものとするためには、住民、関連機関および省庁、地方

地自体、NGO、政治家等が参加する必要がある。 

 

 参加型の計画立案を成功させるためには、適切な法的・制度的枠組みや、多様な

利害関係者の能力育成を通じて参加型アプローチの実施を可能にするメカニズムを

構築することが重要である。 

 

6．6 順応的管理のアプローチ 

 生態系の現状に関する科学的知識は断片的で、人間の介入が生態系にもたらす影

響に対する理解は不十分である。このような科学的確実性の欠如に対応するために、

国際協定では予防原則が提言されてきた。環境保護との関連で、リオ宣言 80 の原則

15 は次のように規定している。 

 

 「環境を保護するために、各国は、その能力に応じて予防的措置を広く講じるものと

する。重大な、あるいは回復不可能な損害の脅威がある場合、十分な科学的確実性
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の欠如を、環境悪化を防止するための費用対効果のある対策を先送りする理由とし

て用いてはならない。」 

 

 同様の予防的措置は、気候変動問題の考慮に関して、国連気候変動枠組条約 81 に

よっても提言されている。 

 

 順応的管理は、科学に基づきながら進められるプロセスによって意思決定が行わ

れる時に、このような科学的不確実性に対処するための適切なアプローチとして広く

認識されてきた。このアプローチでは、適用される戦略の立案、実施、モニタリング、

および評価に加えて、利用可能になった新たな知見が管理手法に組み込まれる（図

11 を参照）ことになる。モニタリングと評価の結果は、管理政策、戦略、および指針を

修正するために利用される 82。これは、従来型の管理手法からの脱却であり、管理活

動を学習実験としてとらえているものである。順応的管理は、予測される結果を明確

にし、反応の測定方法を策定し、予測と実際の結果を比較するために情報を収集・解

析し、その比較から学び、それに応じて活動や計画を変更するものである 83。したがっ

て、管理指針の調整は、実験的に取り組み、偶発的な失敗を受け入れる意志を必要

とする 84。 

 

 

モニタリング 

実 施 評 価 

既存の

洪水管理構造物

重大 

大規模

新規計画 将来の計画

適切な指針

得られた教訓 
適切な指針 

得られた教訓

実 施 評 価 

既存の

洪水管理構造物

重大 

大規模

なし
（または評価のための

データ不十分）

悪影響の

解析

 
 

 

 順応的管理は計画立案段階から始まる。順応的管理には、新たな知識を取得する

ための計画的な実験（能動的な順応的管理）と、モニタリングおよび目録情報を利用

して管理活動が生態系の健全性に及ぼす影響を評価する進行中のプロセス（受動的

な順応的管理）がある。能動的順応的管理では、既存のデータに基づいて一連の代

替応答モデル（仮説）を作成し、長期的便益を計算し、費用に照らしてその重み付け

をおこなう。特定の科学的研究の予想外あるいは望ましくない結果に対処するために、

図 11. 順応的管理のアプローチ 
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出口戦略を策定することも重要である 85。他方、受動的順応的管理は、予測が依拠す

るモデルが正しいという仮定のもとに管理案として扱われる 86。結果のモニタリングは

重要なインプットとして、影響、特に負の影響を評価するために利用される。これらの

影響が重大な場合、実施手順またはプロジェクトの設計パラメーターなど、実施され

た活動の見直しが必要になることもある。また、これらの影響が大規模な場合には、

政策に及ぼす可能性のある影響を含めて計画は見直される。能動的および受動的

双方の順応的管理の構成要素の評価は、プロセスのさらなる理解と将来の計画策定

を促進できる知識基盤の健全な基礎を形成する。 

 

 洪水管理構造物がすでに設置され、明確な負の影響をもたらしている場合、その撤

去は必ずしも現実的とは言えない。このような場合、既存のシステムとその性能を透

明な方法で適切に評価する必要がある。順応的管理は、現状のモニタリングまたは

（利用可能な場合）既存のデータの評価から始めることによって、このような状況にお

いて重要な役割を果たすことができる。環境悪化の進展が特定または予測される場

合、流域計画の見直しが必要になる場合もある。 

 

6．7 モニタリング 

 順応的管理においては、環境の健全性の状態を継続的にモニタリングし、それを定

期的に評価する必要がある。モニタリングは、特に有効性と妥当性に関して、統計的

に適切で、科学的に信頼できるものでなければならない。 

 

 モニタリングの重要性は、様々な観点から認識されてきた。多様な自然プロセスの

事前のモニタリングは、資源、リスク、および開発代替案の評価の基本的情報を提供

する。開発計画策定段階におけるモニタリングは、選定された計画に基づいて講じら

れた対策および戦略段階の環境評価で示された環境影響の要因に焦点を置く。モニ

タリング項目としては、計画目標が達成されているか否か、計画に基づいて対策が適

切に講じられているか否か、計画の見直しまたは変更が必要であるか否か、などが

挙げられる。しかし、計画を評価するためには時間と継続的な取組みが必要であるこ

とに留意すべきである。戦略段階の計画を評価することは、目標が明らかになるまで

に数年間を要する可能性があるため、場合によっては困難なこともある。また、SEA

では考慮されない特定の外部要因が、計画に基づいて実施された対策の影響よりも

大きな環境影響をもたらす可能性もある。 

 

 プロジェクトの実施中および実施後のモニタリングは、洪水管理対策が実際に所期

の目標達成に成功したか否かを評価するため、プロジェクト段階で重要となる。環境

の状態をモニタリングすることによって、プロジェクトの設計・実施段階の環境評価で

予測された影響の範囲が明確であるか否か、そのような影響を防止するために講じ

られた対策が有効であるか否か、またそれがどの程度有効であるかを評価すること

が可能になる。モニタリングと評価を通じて得られた教訓に基づいて、将来のプロジェ

クトの設計に適用される方法を改善することができる。 

 

 環境影響のモニタリングは、環境目標に従って策定された指標を通じて達成するこ

とができる。土地利用の変更、生息域の多様性、湿地帯の分布、漁業の状態の指標
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など、環境の様々な側面をモニタリングに含めなければならない。モニタリングは、排

出量や天然資源利用のような環境の状態への直接的影響と、生産量や消費などの

傾向の調査によってモニタリングできる間接的影響の両方に対応できるように計画さ

れなければならない。 

 

6．8 実施を可能にするメカニズム 

 ほとんどの国では、統合的アプローチを採用できる機関や、効果的な組織学習や機

関間の相互交流を支援するための投資が不十分である。様々な領域の専門家間お

よび専門家と住民間のコミュニケーション・ギャップは、全体として、このような枠組み

を実行に移すプロセスをいっそう複雑にしている。多様なレベルにおける能力育成、

およびこのような枠組みを支援し、法的メカニズムによってそれを助ける制度が必要

である。 

 

 空間・時間スケールを越えた情報交換は、あらゆるレベルにおいてわれわれの知識

の不十分な状態を改善するために不可欠である。環境に配慮した洪水管理を採用す

るためには、継続的な学習のために知識を生み出し、伝えることができるような、責

任を強化させることの出来る組織が必要である。また、様々なレベルにおいて行動変

革も必要である。したがって、様々な関連組織間、さらには地域社会間の調和の取れ

た情報伝達ネットワークを構築することがきわめて重要である。環境の状態のモニタ

リングは、このような学習プロセスにおいて不可欠な部分である。 

 

 洪水管理において影響を及ぼす多くの事項の中の一つに過ぎないが、適切な法

的・制度的枠組を有することは、IFM の目標達成において重要な役割を果たす 87。

IWRM の枠組みにおいて洪水管理計画を実施し、順応的管理のアプローチを支援す

るためには、関連機関が機能するための方向性を改善しなければならない。透明性

を高め、責任を分担すると同時に、真の実験を通じて新たに取り組むこと、学習する

ことを可能にする必要がある。また、政府機関、研究機関、および大学間の調整につ

いて改善する必要がある。多数の利害関係者の参加を成功させるためには、地域の

自然的・文化的・社会的背景に適した技術と制度の発展が必要である。 

 

 土地や水利用管理において、法体制が果たす役割は IFM の成功にとって不可欠で

あり、他の方法では洪水管理計画の実施に直接関与しないであろう多くの機関の行

動に影響を与えることができる。環境の観点から、法律は、他の方法では意思決定に

影響を与えないであろう環境の権益を保護し、定着させることができる。河川生態系

は、正当な水利用者と見なされなければならない。SEA や EIA のような様々な環境評

価プロセスは、環境に重大な影響をもたらす可能性のあるプロジェクトや計画の認可

を取得するために従う必要のある関連の手続きの詳細とともに、法的枠組みを通じて

実施しなければならない。これには、環境に関する情報公開を求める権利および意

思決定に参加する各利害関係者の役割も含まれる。 

 

 流域規模で調整される土地や水管理は、適切な制度的枠組みがなければ困難で

あるが、当事者の数が大幅に増加し、イデオロギー、倫理観、法律、統治、データの

取得と品質のシステム、工学的規範と実践に多くの相違がある国際河川の場合は、
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さらに複雑になる。国際的領域では、自然環境に関する懸念は、ラムサール条約、有

害廃棄物の越境移動を規制するバーゼル条約、および環境に関する情報公開を扱う

オーフス条約を含むが、これらに限定されない多くの国際条約においても具体化され

ている 88。流域規模または二国間ではさらに多くの環境協定が存在する。二国間およ

び多国間の環境協定も、国の法的枠組みに望ましい環境規定を組み込むための政

治的動機をもたらすことができる。 

 

6．9 まとめ 

 洪水管理の政策、計画立案、およびプロジェクトの設計と実施の段階において、法

的・制度的、社会的、経済的側面などの他の関連する側面とともに、利害関係者の参

加を含めて、環境配慮を意思決定プロセスに適切に組み込むためには、以下のこと

に取り組まなければならない。 

 

• 環境に関する IFM の観点から、洪水管理目標を損なうことなく環境への負の影響

を回避、低減、緩和するという三つのアプローチが推奨される。 

 

• 河川およびその氾濫原の形態学と生態学の基本的概念、およびそれらが流況に

よってどのように影響するかに関する科学的知識は、河川流域の生態学的プロ

セスおよび洪水管理対策が生態系に及ぼす影響を理解するために不可欠なも

のである。 

 

• 洪水管理とは直接関係のない公共政策の多くも、洪水リスクに影響を及ぼす。

IFM のアプローチにおける意思決定プロセスに環境配慮を組み込むためには、

下記の要素を伴う全体的な枠組みが必要である。 

- 科学的理解と解析 

- 環境評価 

- 環境に配慮した経済分析 

- 利害関係者の参加 

- 順応的管理のアプローチ 

- モニタリング 

- 実施を可能にするメカニズム 

 

• 意思決定の様々な段階における環境評価が重要である。戦略的環境評価

（SEA）は、戦略段階における事前予防的アプローチである。SEA は、これに続く

環境影響評価（EIA）において取り組むべき主要な問題を、事前に特定するのに

役立つ。EIA は、プロジェクトの設計・実施段階でおこなわれる。戦略的環境評価

は、スクリーニングやスコーピングにおいて EIA を支援することによって、環境配

慮が意思決定プロセスに組み込まれることになる。 

 

• 費用便益分析（CBA）および多基準分析（MCA）は、一連の代替案を経済的側面

に照らして分析しなければならない場合、意思決定を支援する有用な方法である。

生態系が提供するサービスの評価は、必ずこれらの分析に含まれなければなら

ない。 
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• 容認できるトレードオフが達成可能な場合、利害関係者の参加は SEA/EIA およ

び CBA/MCA にとって不可欠である。効果的な利害関係者の参加のために、そ

れを可能にするメカニズムが必要である。多基準分析は、利害関係者が代替案

の性質を検討し、重要な要素を特定し、独自の優先順位を決定するための枠組

みとして利用することができる。 

 

• 科学的不確実性に取り組むためには、途中で軌道修正を行うことができるように、

順応的管理のアプローチを採用すべきである。採用された計画およびプロジェク

トの有効性のモニタリングは、計画および実施の軌道修正をおこなう上で重要で

ある。 

 

• 土地利用の変更、生息域の多様性、湿地帯の分布、漁業の状態の指標、大型無

脊椎動物群の種の感受性や多様性など、環境に関連するあらゆる側面は、モニ

タリングに適切に含まれなければならない。 

 

• 法体制が果たす役割は、他の方法では洪水管理計画の実施に直接関与しない

であろう多くの機関の行動に影響を与えることができる。法律は、他の方法では

意思決定に影響を与えないであろう環境の権益を保護し、定着させることができ

る。 
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用語集 

 

能動的な順応的管理：学習を目的とする計画的な実験。既存のデータに基づいて一

連の代替応答モデル（仮説）を作成し、長期的な管理の価値を計算した後、正確なモ

デルの特定において発生した短期的な費用に照らしてその重み付けをおこなう。 

 

順応的管理：計画立案の初期段階で仮説を立て、その検証をおこなう試みとして回復

プロセスを取り扱う方法 

 

河床上昇：土砂の堆積によって地表が上昇するプロセス 

 

沖積の：流水によって堆積した沖積土に関するか、またはこれに属する、もしくはその

ような堆積物に属すること 

 

帯水層：開発可能な水量をもたらすことができる透水性の含水層 

 

海岸林：砂質土に形成された満潮位を上回る場所に見られる森林 

 

生物多様性：生物間の多様性と変動性および生物が存在する生態学的複合体。これ

には、様々な生態系、種、遺伝子、およびその相対的な豊富さも含まれる。 

 

バイパス水路：ある地域の上流の地点から下流の地点に流れを迂回させるために設

置される水路 

 

流域：雨水が河川や貯水池などに流入する地域 

 

河道整備：舟運目的のために水深を深くしたり、摩擦の低減および流れの一本化に

よる全体的な通水能の強化を通じて洪水ピークを低減したりするために、河道を掘削

または開削するプロセス 

 

沿岸生態系：海まで延びている内陸の森林。これは、生態系への淡水の流入（量、質、

時期）および塩分、水温、濁度、エネルギー束の変化をもたらす潮汐の日・季節的影

響によって決まる。このような群落には、マングローブ、海岸林、および泥炭林が含ま

れる。 

 

連続性：河川回廊またはマトリックスがいかに空間的に連続しているかの尺度。縦断

方向の連続性：上流域と下流域の回廊区間。横断方向の連続性：河川とその氾濫原。

鉛直方向の連続性：地下の河川回廊を含む地表およびハイポレイックゾーン 

 

費用便益分析（CBA）：投資に関わる様々な費用と投資がもたらす便益を比較するた

めの手法。有形・無形双方の要素が扱われ、分析されなければならない。 

低気圧性降水：低気圧の活動に起因する降水 
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ダム：湛水または貯水池の形成を目的として谷を横断して建設される構造物 

 

侵食：大気、水、生物などの作用による岩石、崖、地層、河床などの表面の風化およ

び摩耗 

 

遊水池と溜池：様々な設計の、洪水流を貯留するための池。遊水池は、ピーク流量を

低減するために一時的に流出水を保持し、その後、流路に放流する。一般に、本流

の河道に放流する下流流出口を有する。溜池は、雨水流出水および越流した洪水流

を長期にわたって保持し、水路に直接放流するのではなく、浸透、透水、蒸発散を通

じて水循環に戻す。 

 

溶存酸素（DO）：水、排水、またはそのほかの液体中に溶解している遊離（化合して

いない）酸素の量。魚類など水生生物の生存および悪臭防止のためには、適切な濃

度の溶存酸素が必要である。 

 

生態水文学／生態水理学：生態系および生態系と水文学／水理学の相互作用を研

究する科学 

 

生態系の健全性：地域の自然生息域において予測されるすべての要素（遺伝子、種、

群集）とプロセスを有し、均衡の取れた、統合され、適応性のある生態系を維持する

能力 

 

生態学：（人間を含む）動植物とその環境の関係の研究 

 

生態系：一つの機能単位として相互に作用している動植物、微生物群、およびそれら

の無生物環境の動的複合体 

 

生態系アプローチ：保全と持続可能な利用を衡平に促進する土地、水、および生物資

源の統合管理のための戦略 

 

生態系サービス：人間が生態系から得ることができる便益。これらのサービスは相互

に密接に関連し、供給、調整、および文化的サービスを含む。さらに、これらのサービ

スを維持するために必要な基盤サービスがあり、これが人間にもたらす影響は比較

的間接的で短期的なものである。 

 

堤防：水を保持する土構造物。河川流量を河川沿いの特定区域に閉じ込めたり、波

や潮汐に起因する洪水を防止したりするために利用される。 

 

環境：ある実体が機能する周辺または近傍のすべてのもの。空気、水、土地、天然資

源、動植物相、人間、およびこれらの相互関係が含まれる。 

 

環境流量：競合する水利用が存在し、流量が調節される場合、生態系とその便益を

維持するために河川、湿地帯、または沿岸域にもたらされる流況 
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環境影響評価（EIA）：意思決定に先立ってプロジェクトの環境影響と社会的影響を特

定するために利用される手段。その目的は、プロジェクトの計画策定と設計の初期段

階で環境影響を予測し、負の影響を低減する方法と手段を見いだし、プロジェクトを

地域の環境に適合するように方向付けるとともに、意思決定者に対し予測と代替案を

提示することである。 

 

富栄養化：栄養塩類、特に窒素とリンの化合物によって水の栄養分が濃縮すること。

藻類および高等植物の生育を加速化する。 

 

蒸発：沸点未満の水温で自由表面から水蒸気が排出されること 

 

洪水：（1）通常は短期的な河川水位の上昇で、ピークに達した後、徐々に低下する。

（2）水位または流出量で測定される比較的大きい流量、（3）上げ潮 

 

洪水調節：陸域の越流からの防御または洪水被害の最小化 

 

洪水調節ダム：特にピーク洪水時に洪水流の全部または一部を貯水池に貯留し、そ

の後、徐々に放流することによって洪水を調節するために利用されるダム 

 

氾濫：（1）自然または人工水路の満水位の越流、（2）通常は冠水しない低地の表面

流出による水の蓄積 

 

氾濫原（名詞）／氾濫原の（形容詞）：水文学者は、100 年に 1 回の再現期間で氾濫す

る地域と定義する（Bhowmik および Stall、1979 年）。地形学者は、河道に隣接し、河

岸によって河道から分離され、現在の気候と流況において河川による輸送土砂によ

って形成され、中程度の流量事象の際に越流される大規模な水平方向の沖積地形と

定義する（Nanson および Croke、1992 年；Leopold、1994 年）。生態学者は、河川また

は湖沼の横断方向の越流によって、あるいは直接降水や地下水位によって定期的に

氾濫する（通常、年 1 回）地域と定義する。氾濫の結果として生じる物理化学的環境

に対して、生物相は、解剖学的、生理学的、生物気候学的、および民俗学的に適応し、

特徴的な群集構造を生成する（Junk ほか、1989 年）。 

 

洪水パルス仮説：河川流量の瞬間的変動すなわち洪水パルスは、河川・氾濫原シス

テムの生物相の制御に大きな影響を及ぼすという考え方（Junk ほか、1989 年）。氾濫

原と河道の間の横断方向の交換および氾濫原内の栄養塩循環は、河道の上流から

下流への栄養塩循環よりも生物相に直接影響を及ぼすものと仮定される。このような

システムにおける動物バイオマスの大部分は、流域のほかの場所で生成された有機

物の下流への運搬ではなく、氾濫原の生成物に由来するものと考えられる。 

 

流況：水流の量、頻度、および季節的変動特性 

 

森林：高さ 5m 以上の樹木または竹の最低 10%の樹冠投影面を有するすべての植物
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群系で、通常、野生生物相、植物相、自然地盤条件を伴う。 

 

地形学：地殻の配置と形状、およびそれらの物理的特性とその下の地質構造の関係

の研究 

 

水文学：（1）地球の地表水域と地下水域、それらの時間と空間における存在・循環・

分布、生物学的・化学的・物理的特性、および生物との関係を含めて環境に対する応

答を取り扱う科学、（2）地球の陸域の水資源の枯渇と涵養を左右するプロセスを取り

扱い、水循環の様々な段階を研究する科学 

 

浸透：表土から多孔質媒体への水の流れ 

 

統合沿岸域管理（ICZM）：開発管理および沿岸資源を取り扱う計画と調整のプロセス

で、陸域と水域の境界に重点を置く。 

 

統合洪水管理（IFM）：統合水資源管理の枠組みにおいて、洪水管理の断片的なアプ

ローチではなく、統合的アプローチを推進し、河川流域における土地資源と水資源の

開発を統合するプロセス。その目的は、氾濫原がもたらす便益を最大化しつつ、洪水

による人命の損失を最小化することである。 

 

統合水資源管理（IWRM）：きわめて重要な生態系の持続可能性を損なうことなく、もた

らされた経済的・社会的繁栄を公正な方法で最大化するために、水、土地、および関

連する資源の系統的な開発と管理を促進するプロセス 

 

湖沼と池：一般的に静水性の水域 

 

静水：湖沼と池のような流れのない水システム 

 

動水：河川のような流れのある水システム 

 

管理放流：生態学的プロセスおよび天然資源に依存した生活のために、それらを回

復・維持することを目的として、貯水池から制御された放流をおこない、下流の氾濫

原または三角州の特定地域を浸水させること 

 

マングローブ：熱帯および亜熱帯の保護された海岸線で見られるもっとも一般的な森

林群系。大潮の高水位よりも下で生育する樹木および灌木からなる。 

 

蛇行：曲がりくねった河道の湾曲部分で、右回りと左回りの二つの連続した曲線から

なる。 

 

形態学：雲や氷晶のような気象の構造、形態、または形状の研究。このような気象の

分類も含まれる。 
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多基準分析（MCA）：どの意思決定案を評価するか、同一の尺度で計れない矛盾した

基準を含む複雑な問題を分析するための一連の手順 

 

栄養塩類：動植物の生育や成長に必要な物質、元素、または化合物 

 

流出口：貯水池や河川から排水または取水をおこなうための開口部 

 

三日月湖：河川が切り離されて新たに短い河道が形成されたときに残される蛇行部

分 

 

受動的な順応的管理：予測が依拠するモデルが正しいと仮定する管理案。受動的順

応的管理は、プロジェクト活動のモニタリングと評価に加えて、ある種の管理実験の

側面を必要とする。 

 

水質浄化：有害または望ましくない物理的特性を変化させ、有害または望ましくない

化学物質や生物を除去するための水（または下水）の処理 

 

貯水池：水資源の貯蔵、調節、および制御のために利用される自然または人工の水

域 

 

復元：生態系を、撹乱前に近い状態に復元すること 

 

河川連続体仮説（RCC）：連続的に傾斜した物理的条件が水源から河口まで存在し、

生物群集の構造的・機能的特性は、物理的システムの最確位置または平均状態に

適合するという考え方（Vannote ほか、1980 年）。生産者および消費者の集団は、特

定区間の動的な物理的条件と調和して定着し、下流の集団は、非効率な上流の一連

の有機物を利用するように形成される。上流の非効率（漏れ）および下流の調節が予

測可能であると思われる。 

 

河川回廊：氾濫原と河道の両方を含む。 

 

河岸の：法律用語では、国際法協会（ILA）ヘルシンキ規則に従って、地域が流域の

表面を流れる河川に接している状態をいう（ILA、1966 年）（オックスフォード辞典によ

れば、特定の分野で使用されているように、「河岸の（Riparian）」は「河川の

（Riverine）」の同義語である）。 

 

河川の：河道および河川に直接つながる隣接した陸域を含む地域 

 

流出水：水と土壌、および陸域に存在する可能性があるそのほかの有機物または無

機質の混合物で、降水、融雪、過剰なかんがい、あるいは地表に接触し、河川や湖

沼などの地表水域に物質を運ぶ水によって生じる。 

 

土砂：供給源から堆積する場所まで水によって運搬される物質。水路では、浮遊砂ま
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たは掃流砂として運ばれる沖積物である。 

 

堆積：水中の浮遊物質が重力によって沈殿し、集積するプロセス 

 

連続不連続仮説：ダムによって、河川の物理的・生物学的特性が、河川連続体仮説

に基づく予測とは異なるパターンに変化するという考え方（Ward および Stanford、

1983 年）。ダムは、河川の状態を水源に類似した状態にしたり（上流シフト）、下流に

類似した状態にしたりすることもあるが、ごくわずかな影響しか与えないこともある。

複数のダムは、河川の予測パターンまたは自然パターンに多くの不連続性をもたら

す。 

 

下水：様々な用途によって汚染された後に地域社会から排出される水。これは、液体

または水によって運ばれる生活・都市・工業排水の組合せで、存在する場合には、地

下水、地表水、および雨水とともに運ばれる。 

 

高潮：低気圧の中心の通過によって生じる海面または河口の水位の上昇 

 

戦略的環境評価（SEA）：経済的・社会的配慮と同等に、環境影響を意思決定のでき

るだけ早い段階で完全に取り込み適切に対処することを保証するために、提案され

た政策や計画のイニシアチブの環境影響を評価する体系的なプロセス 

 

津波：海底地震、火山噴火、または地すべりによって生じる大規模な海洋波 

 

撹乱／撹乱頻度：（たとえば島嶼部における）特定の種の局地的な絶滅およびほか

の種による置換えのプロセス。撹乱頻度とは、単位時間あたりの絶滅し、置き換えら

れた種の数をいう（MacArthur および Wilson、1967 年：191）。 

 

水質：水の物理的・化学的・生物学的・官能的特性 

 

湿地帯：沼沢地、湿原、泥炭地。これらは、自然または人工、永久的または一時的な

もので、淡水、汽水、または塩水の静水または流水を伴い、干潮時の水深が 6m 未満

の海域を含む。 


